
令和元年１０月７日
中小企業庁

平成30年度取引条件改善状況調査
結果概要



調査対象 66,600社（受注側60,200社、発注側6,400社）
製造業、サービス業、建設業、卸・小売業、金融業から、資本金規模や立地・地域を勘案して抽出。

調査期間 2019年1月～３月
調査方法 調査票郵送によるアンケート
回答企業数 21,644社（受注側19,427社、発注側2,217社）
回答率 32.5％（受注側 32.3％、発注側 34.6％）
調査内容 （１）取引条件の改善状況

・世耕プラン重点課題（原価低減要請、支払条件）
・労務費等コストの価格への転嫁

（２）その他中小企業が直面している事項
・人手不足や働き方改革による影響、長時間労働に繋がる商慣行
・外国企業との取引、商社を介在した取引の状況

１．調査実施概要
 平成28年9月に策定・公表した「未来志向型の取引慣行に向けて(世耕プラン)」に基づく、取引

条件改善に向けた取組の浸透状況や企業間取引の実態把握を目的に平成29年度から実施。
 自主行動計画※策定業種以外の業種も含む６万社超に対して幅広く実施し、回答があった企業

は21,644社（回答率32.5％）。
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（エリアの定義は以下のとおり。）
【北海道】・・・北海道、【東北】・・・青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、【北関東・甲信越】・・・茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県、【南関
東】・・・埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、【北陸】・・・新潟県、石川県、富山県、福井県、【東海】・・・静岡県、愛知県、岐阜県、三重県、【近畿】・・・滋賀県、京
都府、大阪府、奈良県、和歌山県、兵庫県、【中国】・・・鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、【四国】・・・香川県、徳島県、愛媛県、高知県、【九州・沖
縄】・・・福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

業種大分類 件数 業種中分類 件数 地域 件数
建設業 872 建設業 872 北海道 893
製造業 8,479 食料品製造業 1,066 東北 1,671

繊維産業 559 北関東・甲信越 1,674
紙・紙加工品産業 264 南関東 4,766
印刷業 589 北陸 1,382
石油・化学産業 216 東海 2,469
鉄鋼産業 363 近畿 2,928
素形材産業 193 中国 1,304
建設機械産業 31 四国 627
産業機械産業 694 九州・沖縄 1,711
工作機械産業 164 未詳 2
半導体・半導体製造装置産業 166 合計 19,427
電機・情報通信機器産業 436
自動車産業 339 売上高規模 件数
その他製造業 3,399 a:5,000万円未満 4,746

サービス業 7,172 放送・コンテンツ産業 181 b:5,000万円以上1億円未満 3,311
アニメーション制作業 29 c:1億円以上5億円未満 7,721
情報サービス産業 1,176 d:5億円以上10億円未満 1,784
トラック運送業・倉庫業 1,712 e:10億円以上50億円未満 1,630
広告産業 317 f:50億円以上100億円未満 161
技術サービス産業 1,431 g:100億円以上 72
警備業 342 未詳 2
その他サービス業 1,984 合計 19,427

卸売業 558 卸売業 558
小売業 877 小売業 877
その他 1,469 その他 1,469
大分類合計 19,427 中分類合計 19,427

【参考】回答企業（受注側事業者）
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業種大分類 件数 業種中分類 件数 地域 件数
建設業 103 建設業 103 北海道 74
製造業 918 食料品製造業 116 東北 154

繊維産業 74 北関東・甲信越 135
紙・紙加工品産業 24 南関東 808
印刷業 60 北陸 135
石油・化学産業 38 東海 256
鉄鋼産業 27 近畿 347
素形材産業 15 中国 94
建設機械産業 5 四国 50
産業機械産業 65 九州・沖縄 164
工作機械産業 11 合計 2,217
半導体・半導体製造装置産業 14
電機・情報通信機器産業 36 売上高規模 件数
自動車産業 59 a:5,000万円未満 60
その他製造業 374 b:5,000万円以上1億円未満 57

サービス業 841 放送・コンテンツ産業 24 c:1億円以上5億円未満 333
アニメーション制作業 2 d:5億円以上10億円未満 222
情報サービス産業 138 e:10億円以上50億円未満 556
トラック運送業・倉庫業 201 f:50億円以上100億円未満 273
広告産業 25 g:100億円以上 716
技術サービス産業 169 合計 2,217
警備業 17
その他サービス業 265

卸売業 44 卸売業 44
小売業 117 小売業 117
金融業 48 金融業 48
その他 146 その他 146
大分類合計 2,217 中分類合計 2,217

【参考】回答企業（発注側事業者）

（エリアの定義は以下のとおり。）
【北海道】・・・北海道、【東北】・・・青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、【北関東・甲信越】・・・茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県、【南関
東】・・・埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、【北陸】・・・新潟県、石川県、富山県、福井県、【東海】・・・静岡県、愛知県、岐阜県、三重県、【近畿】・・・滋賀県、京
都府、大阪府、奈良県、和歌山県、兵庫県、【中国】・・・鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、【四国】・・・香川県、徳島県、愛媛県、高知県、【九州・沖
縄】・・・福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県



世耕プラン重点課題（不合理な原価低減要請の状況）
 発注側事業者から「毎年一律〇％の低減」といった、合理的な説明のない一方的な原価低減要請

をされたことがあると回答した事業者のうち、「現在も要請されている」と回答した受注側事業者は24.6
％。

 産業別で見た場合、自動車産業では、「現在も要請されている」割合が４割超、半導体・半導体製
造装置産業、卸売業は３割超。
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全体(n=2821)

製造業(n=1730)

サービス業(n=755)

建設業(n=84)

卸売業(n=42)

小売業(n=44)

要請されたことがある（現在も要請されている）

過去に要請されたことがある（現在は要請されていない）

＜不合理な原価低減要請をされたことがある事業者について現在の
要請の有無（n=2,821）＞

※「現在も要請されている」割合が高い上位10業種

自動車産業(n=182) 45.6 ％
半導体・半導体製造装置産業(n=52) 32.7 ％
卸売業(n=42) 31.0 ％
放送・コンテンツ産業(n=17) 29.4 ％
素形材産業(n=69) 27.5 ％
繊維産業(n=62) 27.4 ％
小売業(n=44) 27.3 ％
産業機械産業(n=180) 26.7 ％
鉄鋼産業(n=71) 25.4 ％
食料品製造業(n=83) 25.3 ％

（受注者側回答）



世耕プラン重点課題（不合理な原価低減要請の改善状況）
 不合理な原価低減要請を「過去に要請されたことがある」と回答した受注側事業者のうち、２割超が

「平成29年、30年」の２年内で「改善された」と回答。

＜改善状況（n=1,996）＞
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※赤字は「現在も要請されている」割合が高い上位10業種
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全体(n=1996)

製造業(n=1198)

サービス業(n=568)

建設業(n=65)

卸売業(n=27)

小売業(n=27)

平成28年以前に改善された 平成29年内に改善された

平成30年内に改善された 改善されなかった

（29年内）（30年内） （計）
全体 13.5 ％ 11.3 ％ 24.8 ％

製
造
業

食料品製造業(n=55) 12.7 ％ 12.7 ％ 25.5 ％
繊維産業(n=42) 21.4 ％ 9.5 ％ 31.0 ％
紙・紙加工品産業(n=49) 6.1 ％ 12.2 ％ 18.4 ％
印刷業(n=69) 7.2 ％ 10.1 ％ 17.4 ％
石油・化学産業(n=23) 34.8 ％ 17.4 ％ 52.2 ％
鉄鋼産業(n=49) 12.2 ％ 12.2 ％ 24.5 ％
素形材産業(n=46) 19.6 ％ 8.7 ％ 28.3 ％
建設機械産業(n=9) 22.2 ％ 0.0 ％ 22.2 ％
産業機械産業(n=127) 9.4 ％ 11.0 ％ 20.5 ％
工作機械産業(n=34) 11.8 ％ 0.0 ％ 11.8 ％
半導体・半導体製造装置産業
(n=35) 5.7 ％ 20.0 ％ 25.7 ％
電機・情報通信機器産業(n=81) 8.6 ％ 9.9 ％ 18.5 ％
自動車産業(n=94) 11.7 ％ 8.5 ％ 20.2 ％
その他製造業(n=485) 14.6 ％ 11.8 ％ 26.4 ％

サ
ー
ビ
ス
業
他

放送・コンテンツ産業(n=11) 0.0 ％ 0.0 ％ 0.0 ％
アニメーション制作業(n=3) 0.0 ％ 33.3 ％ 33.3 ％
情報サービス産業(n=126) 14.3 ％ 9.5 ％ 23.8 ％
トラック運送業・倉庫業(n=170) 10.6 ％ 14.1 ％ 24.7 ％
広告産業(n=26) 11.5 ％ 11.5 ％ 23.1 ％
技術サービス産業(n=78) 9.0 ％ 16.7 ％ 25.6 ％
警備業(n=28) 28.6 ％ 3.6 ％ 32.1 ％
その他サービス業(n=126) 10.3 ％ 10.3 ％ 20.6 ％
建設業(n=65) 16.9 ％ 15.4 ％ 32.3 ％
卸売業(n=27) 29.6 ％ 18.5 ％ 48.1 ％
小売業(n=27) 29.6 ％ 3.7 ％ 33.3 ％

（受注者側回答）



世耕プラン重点課題（不合理な原価低減要請の状況）
 発注側事業者からの不合理な原価低減要請の方法について、５割超の受注側事業者が「経済環

境の変化を理由に協力依頼と称して原価低減を要請された」と回答。

 産業別で見た場合、建設業、小売業では「文書や記録を残さずに口頭で削減幅等を示唆した上で
見積もりや提案を要請された」と回答した割合が高い。
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＜不合理な原価低減要請の方法（n=2,587）[複数回答]＞
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（受注者側回答）



20.0

実施・徹底のための具体的
な手法が分からないため

40%

20.0

20.0

社内の合意が難しいため

実施･徹底のための具体的な手法がわからないため

自社が受注側となる取引において不合理な原価低減要請を受けているため

社内において一律の数値目標を設定しているため

＜改善状況（n=45）＞
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＜改善していない理由（n=5）＞

62.2
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8.9

改善していない, 
11%

平成28年以前に改善した 平成29年内に改善した

平成30年内に改善した 改善していない

世耕プラン重点課題（発注側事業者における不合理な原価低減要請の改善状況）
 過去に不合理な原価低減を要請したことがある発注側事業者に対して、改善状況を尋ねたところ、

１割超の発注側事業者が「改善していない」と回答。

 改善していない理由を尋ねたところ、４割の発注側事業者が「実施・徹底のための具体的な手法がわ
からないため」と回答。

（発注者側回答） （発注者側回答）



世耕プラン重点課題（支払条件の改善状況）
 代金の支払方法について、５割超の受注側事業者が、「すべて現金」で受け取っていると回答。平成

29年度調査から微増。建設業、卸売業、小売業では減少。

 手形払いから現金への改善状況について、１割超の事業者が、「平成29年、30年内」の２年間で「
現金払いに改善された」と回答。

＜代金を「すべて現金」で受け取っている割合（n=16,940）＞
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＜代金の支払条件が手形等から現金払いに改善された時期（n=8,492）＞

＜「すべて現金」で受け取っている割合が低い上位10業種＞
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全体(n=8492)

製造業(n=5460)

サービス業(n=1765)

建設業(n=411)

卸売業(n=198)

小売業(n=120)

平成28年以前に現金払いに改善された 平成29年内に現金払いに改善された

平成30年内に現金払いに改善された 改善されていない

昨年調査
全体 54.3% 55.5%
製造業 34.9% 36.1%
サービス業 75.2% 77.2%
建設業 52.7% 51.3%
卸売業 79.2% 61.7%
小売業 86.3% 84.3%

今回調査

素形材産業 18.0%
産業機械産業 18.9%
建設機械産業 23.3%
紙･紙加工品産業 23.6%
鉄鋼産業 24.9%
工作機械産業 25.8%
その他製造業 31.1%
自動車産業 31.6%
印刷業 34.2%
石油･化学産業 35.0%

（受注者側回答） （受注者側回答）
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全体 大企業 中小企業

世耕プラン重点課題（発注側事業者における支払条件の改善意向）
 代金の支払条件の現金化について、発注側事業者の３割超が「改善は考えていない」と回答。

 改善を考えていない理由について、４割超の発注側事業者が「自社が受注側となる取引において支
払条件の改善が進んでいないため」と回答。

 次いで、大企業では、「社内の合意が難しいため」との回答が多く、中小企業では、「現金払いとするた
めの資金の確保や調達が困難なため」との回答が多い。

＜発注側事業者における支払条件の改善状況（n=978）＞
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＜改善を考えていない理由（n=295） [複数回答] ＞
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平成28年以前に現金払いに改善した 平成29年内に現金払いに改善した

平成30年内に現金払いに改善した 平成31年内に現金払いに改善する予定

改善する予定だが､その時期は未定 改善は考えていない

（発注者側回答） （発注者側回答）
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製品等の価格への転嫁状況
 平成30年度上期に適用した単価・料金の決定・改定の際、コスト変動分を製品等の価格へ転嫁で

きたか尋ねたところ、労務費については５割超、原材料価格は６割超、エネルギー価格は４割超の受
注側事業者が、「概ね」または「一部転嫁できた」と回答。

 29年度に比べて労務費は「転嫁できた」割合が増加。原材料価格、エネルギー価格は「転嫁できた」
割合が減少。

＜製品等の価格へ「概ね」または「一部」転嫁できた割合＞

10

＜最低賃金や人手不足を理由とした労務費の変動＞ ＜原材料・仕入価格の変動＞ ＜エネルギーコストの変動＞
（電気料金・燃料費）（n=16,675） （n=16,417）
（n=16,378）

（受注者側回答）



11
※平成29年度、30年度調査から、「概ね転嫁できた」「一部転嫁できた」比率を合計した値を比較。

-34.2%
-4.0%

-13.1%
-21.0%

8.8%
-11.1%

5.0%
-27.4%

-51.0%
-23.9%
-20.8%

-13.9%
-22.2%

15.6%
-4.7%

-36.8%
-11.3%
-10.0%

-35.2%

-80.0% -40.0% 0.0% 40.0%

食料品製造業

繊維産業

紙・紙加工品産業

印刷業

石油・化学産業

素形材産業

産業機械産業

電機・情報通信機器産業

自動車産業

鉄鋼産業

その他製造業

放送・コンテンツ産業

情報サービス産業

トラック運送業・倉庫業

広告産業

その他サービス業

建設業

卸売業

小売業

総合的な転嫁状況

（昨年比較）

-15.4%
-2.5%

-11.3%
-15.0%

1.6%
-9.0%

-3.4%
-17.2%

-23.4%
-14.8%
-14.0%

-12.2%
-15.6%

0.8%
-9.8%

-18.3%
-14.2%

-10.4%
-21.6%

-35.0% -25.0% -15.0% -5.0% 5.0%

食料品製造業

繊維産業

紙・紙加工品産業

印刷業

石油・化学産業

素形材産業

産業機械産業

電機・情報通信機器産業

自動車産業

鉄鋼産業

その他製造業

放送・コンテンツ産業

情報サービス産業

トラック運送業・倉庫業

広告産業

その他サービス業

建設業

卸売業

小売業

エネルギーコストの

転嫁状況（昨年比較）

-8.3%
0.3%

-0.1%
-2.6%

0.0%
2.1%

3.2%
-6.2%

-13.9%
-12.9%

-1.5%
-4.3%

-5.8%
3.2%

1.9%
-13.7%

-1.5%
1.8%

-2.1%

-25.0% -15.0% -5.0% 5.0%

食料品製造業

繊維産業

紙・紙加工品産業

印刷業

石油・化学産業

素形材産業

産業機械産業

電機・情報通信機器産業

自動車産業

鉄鋼産業

その他製造業

放送・コンテンツ産業

情報サービス産業

トラック運送業・倉庫業

広告産業

その他サービス業

建設業

卸売業

小売業

原材料･仕入価格の

転嫁状況（昨年比較）

-10.5%
-1.9%
-1.7%

-3.4%
7.1%

-4.1%
5.1%

-4.1%
-13.8%

3.8%
-5.2%

2.6%
-0.8%

11.6%
3.2%

-4.9%
4.5%

-1.4%
-11.5%

-25.0% -15.0% -5.0% 5.0% 15.0%

食料品製造業

繊維産業

紙・紙加工品産業

印刷業

石油・化学産業

素形材産業

産業機械産業

電機・情報通信機器産業

自動車産業

鉄鋼産業

その他製造業

放送・コンテンツ産業

情報サービス産業

トラック運送業・倉庫業

広告産業

その他サービス業

建設業

卸売業

小売業

労務費の

転嫁状況（昨年比較）

製品等の価格への転嫁状況（昨年との比較：業種毎）
 労務費は、トラック運送・倉庫、石油・化学、産業機械などが昨年と比べて転嫁できている。

 原材料・仕入価格は、トラック運送・倉庫、産業機械、素形材が昨年と比べて転嫁できている。

 エネルギーコストは、石油・化学、トラック運送・倉庫が昨年と比べて転嫁できている。



38.6

1.5

11.8

69.1

27.0

11.0

19.5

28.1

62.4

10.0

20.0

60.5

31.0

8.5

15.7

26.1

37.4

1.0

11.4

69.5

26.8

11.1

19.7

28.2

国内の設備･施設等への投資の増加

海外への投資の増加

研究開発投資の増加

従業員の賃金の引き上げ

新規雇用の拡大

取引先の取引条件改善

有利子負債の削減

現預金の増加

全体 大企業 中小企業

資金の投資分野（「取引先の取引条件改善」への投資状況）
 自社の経常利益や利益剰余金の増加による資金の投資先について、約7割の受発注事業者が「従

業員の賃金の引き上げ」と回答。１割超の受発注事業者が、「取引先の取引条件改善」と回答。

 「取引先の取引条件改善」と回答した受発注事業者について、中小企業では１割超、大企業では
8.5％と、大企業で低くなっている。

12

＜経常利益や利益剰余金の増加による資金を投じた分野 （n=9,900）[複数回答] ＞（受発注者側回答）



商社などが介在する取引の有無
 １割強の受注側事業者が商社などが介在する取引が「ある」と回答。製造業、卸売業では２割超。

 介在させる際の発注側事業者からの説明について、約５割の受注側事業者が「調達に係る事務の
合理化のため」と説明があったと回答。卸・小売業では「物流機能の効率化のため」が５割超。

＜商社などが介在する取引がある事業者 （n=17,916）＞

13

15.9

23.4

8.5 8.3

23.1

9.9

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

＜商社などを介在させる理由についての説明 （n=2,717）＞

49.1 50.9
45.7

42.6

50.9

41.7

58.0
53.3

全体 製造業 サービス業 建設業 卸売業 小売業

調達に係る事務の合理化のため 物流機能の効率化のため 説明はない その他

（受注者側回答）（受注者側回答）



商社などが介在する取引における問題の有無
 約２割の受注側事業者が、商社などが介在することにより取引に問題が「ある」と回答。特に小売業に

おいて約３割と問題が「ある」割合が高い。

 約２割の受注側事業者が、商社などの介在によって「販売価格が下がった」と回答

＜商社などが介在しない取引と比べて取引上の問題が「ある」と
回答した事業者 （n=2,737）＞

14

＜具体的な取引上の問題（自由記述）＞

【小売業】 利益率が低い、中間手数料が高い、発注量が極
端に少なくなり、追加や不足分のみの発注になった
など

【サービス業】 中間手数料により売上減少、事務処理増加
や支払の遅れ、運賃の低下 など

【卸売業】 利益率の低下、決済条件の長期化 など

【建設業】 原価の減額交渉が厳しい など

【製造業】 資本金３億円以下の子会社経由になった場合
支払いサイトがのびる、利益の減少、取引口座のた
め商社をスルーするだけでも手数料が発生 など

＜商社などの介在による販売価格の変化（n=2,659）＞

17.4 14.9

23.4
19.0

23.0
27.6

11.7 12.0 7.8 14.5 18.6 15.5

71.3 73.4
69.0 62.9 64.6 62.1

17.0 14.6 23.1 22.6 16.8 22.4

上昇した かわらない 下がった

（受注者側回答）



26.3
25.0

16.7
16.7
14.9
14.1
13.8
13.6
13.3
11.7
11.5
11.1
11.1
10.8
10.6
8.9
8.3
8.1
7.4
7.1
6.6
5.3
4.8
4.5

0.0
0.0

73.7
75.0

83.3
83.3
85.1
85.9
86.2
86.4
86.7
88.3
88.5
88.9
88.9
89.2
89.4
91.1
91.7
91.9
92.6
92.9
93.4
94.7
95.2
95.5

100.0
100.0

放送・コンテンツ産業(n=19)
アニメーション制作業(n=8)

建設機械産業(n=6)
半導体・半導体製造装置産業(n=36)

電機・情報通信機器産業(n=67)
繊維産業(n=64)

トラック運送業・倉庫業(n=29)
素形材産業(n=22)

印刷業(n=15)
産業機械産業(n=137)

その他サービス業(n=87)
紙・紙加工品産業(n=18)

小売業(n=36)
石油・化学産業(n=37)

卸売業(n=94)
情報サービス産業(n=101)

鉄鋼産業(n=12)
その他製造業(n=360)

広告産業(n=27)
技術サービス産業(n=56)

その他(n=106)
建設業(n=19)

自動車産業(n=42)
食料品製造業(n=112)
工作機械産業(n=14)

警備業(n=2)

ある ない

8.6

11.8

5.0

2.5

19.0

5.6

91.4

88.2

95.0

97.5

81.0

94.4

全体(n=18275)

製造業(n=8202)

サービス業(n=6699)

建設業(n=833)

卸売業(n=526)

小売業(n=679)

ある ない

15

＜外国企業との取引の有無（n=18,275）＞

9.7

9.6

10.9

5.3

10.6

11.1

90.3

90.4

89.1

94.7

89.4

88.9

全体(n=1526)

製造業(n=942)

サービス業(n=329)

建設業(n=19)

卸売業(n=94)

小売業(n=36)

ある ない

＜外国企業からの無理な発注など、取引上の問題の有無（n=1,526）＞

＜外国企業からの無理な発注など、取引上の問題の有無（n=1,526）＞

外国企業との取引の有無
 約１割の受注側事業者が、外国企業との取引が「ある」と回答し、そのうち約１割の受注側事業者が

外国企業との取引において問題が「ある」と回答。

 放送・コンテンツ産業、アニメーション制作業については２割超が取引上の問題が「ある」と回答。

（受注者側回答）

（受注者側回答）

（受注者側回答）



16

50.7

37.7

37.0

17.1

10.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

不合理な価格低減要請

発注内容や取引条件の一方的な変更

短納期発注

不合理な契約内容

その他

Q6-4-1 外国企業からの無理な発注や一方的な価格低減要請等の

取引上の問題内容(n=146)

※nが10未満の業種はグレーで網掛、各業種の中で最も高い割合の項目にピンクで網掛

分類 ｎ

短納期発注 不合理な価
格低減要請

発注内容や
取引条件の
一方的な変
更

不合理な契
約内容

その他

01_製造業 88 48.9 56.8 36.4 12.5 10.2
02_サービス業 36 11.1 36.1 38.9 30.6 13.9
03_建設業 1 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0
04_卸売業 10 30.0 60.0 40.0 10.0 0.0
05_小売業 4 0.0 75.0 0.0 0.0 25.0

外国企業との取引における取引上の問題
 外国企業との取引における問題の内容として「不合理な原価低減要請」が５割超と最も多い。

（受注者側回答）



人手不足による取引への影響
 ５割超の受発注事業者が「人手不足」と回答。

 人手不足による取引への影響について、５割超の受発注事業者が「売上機会の逸失」、「残業時間
の増大」と回答。

17

＜人員の過不足状況 （ n=20,880 ）＞ ＜人手不足による取引への影響 （ n=11,164 ） [複数回答] ）＞

1.8 1.4 1.8

44.1

25.6

44.7

54.1

73.0

53.4

全体 大企業 中小企業

過剰 適正 不足

56.2

52.9

56.3

24.7

18.7

24.9

30.5

31.2

30.4

52.1

76.3

50.9

28.3

41.7

27.7

全体

大企業

中小企業

売上機会の逸失 納期遅れなどのﾄﾗﾌﾞﾙ

外注の増加などによる利益の圧迫 残業時間の増大

品質･ｻｰﾋﾞｽの低下 特に影響なし

わからない その他

（受発注者側回答） （受発注者側回答）



中小企業における人手不足による取引への影響
 中小企業における人手不足による取引への影響については、製造業では「納期遅れなどのトラブル」「

残業時間の増大」、サービス業では「売上機会の逸失」、建設業では「外注の増加などによる利益の
圧迫」、小売業では「品質・サービスの低下」が他の業種と比べて割合が高い。

18

＜中小企業における人手不足による取引への影響 （ n=10,643 ） [複数回答] ）＞

39.3

57.0

67.6

41.1

9.3

55.3

全体 製造業 サービス業 建設業 卸売業 小売業

（受発注者側回答）



時間外労働の上限規制の認知状況と対応
 新たな時間外労働の上限規制導入について、いまだに約２割の中小企業が認知していない状況。

そのうち小売業では３割超。

 また、中小企業の約１割が「対応は困難」と回答。

19

＜中小企業における時間外労働の上限規制導入の認知状況
（ n=19,906 ）＞

19.4

1.0

20.1

全体

大企業

中小企業

知っている 知らない

＜時間外労働の上限規制導入の認知状況（ n=20,625 ）＞

37.3

9.0

3.6

14.3

35.8

69.2

1.7

1.0

7.7

20.5

36.1

9.2

3.7

14.6

36.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

対応すると思う

対応は困難

対応しようとは思わない

分からない

対応の必要なし

全体 大企業 中小企業

＜時間外労働の上限規制導入への対応（ n=20,460 ）＞

20.1 19.6 17.4 24.2 25.7
34.0

全体 製造業 サービス業 建設業 卸売業 小売業

知っている 知らない

（受発注者側回答）

（受発注者側回答）

（受発注者側回答）



77.7

38.4

44.2

26.8

36.8

5.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

人手不足である上に採用も困難

取引先からの短納期発注や急な対応の

発生が多い

仕事の繁閑の差が大きい

商慣習･業界の構造的な問題

利益が確保できない

社内風土や文化の改善が困難

全体 大企業 中小企業

時間外労働の上限規制への対応が困難な理由
 対応が困難な理由について、約８割の中小企業が「人手不足である上に採用も困難」と回答。

 産業別で見た場合、製造業では５割超の中小企業が「取引先からの短納期発注や急な対応の発
生が多い」と回答。

20

＜中小企業における時間外労働の上限規制への対応が困難な理由（
n=1,808 ）＞

＜時間外労働の上限規制への対応が困難な理由（ n=1,820 ）＞

52.3

36.2

49.5

38.5

50.0

19.2

人手不足である上に採用も困難

取引先からの短納期発注や急な対応の発生が多

い

仕事の繁閑の差が大きい

商慣習･業界の構造的な問題

利益が確保できない

社内風土や文化の改善が困難

その他

全体 製造業 サービス業 建設業 卸売業 小売業

（受発注者側回答） （受発注者側回答）



21

53.9

15.8

13.1

3.6

1.5

2.8

6.0

23.2

1.0

特に懸念はない

急な対応の依頼が増加

短納期での発注の増加

検収の遅れ

支払決済処理のｽﾞﾚによる入金の遅れ

従業員派遣の要請

受注業務の拡大･営業時間の延長

まだわからない

その他

＜短納期発注や急な対応による残業せざるを得ない状
況の発生有無（ n=18,269 ）＞

発生した
45%

発生していない
55%

＜今後、発注側事業者の働き方改革により何らかの影響が及ぶ懸念
（ n=17,825 ）＞

働き方改革の影響
 ４割超の受注側事業者が、直近１年間で発注側事業者から短納期発注や急な対応を求められて

残業せざるを得ない状況が「発生した」と回答。

 受注側事業者へ「発注側事業者が働き方改革に対応することによって、今後、何らかの影響が及ぶ
懸念があるか」と尋ねたところ、約４割が「急な対応の依頼が増加」、「短納期での発注の増加」や「受
注業務の拡大・営業時間の延長」等を懸念と回答。

（受注者側回答） （受注者側回答）



22※各選択肢毎に上位３業種を網掛

業種 n

急な対応の
依頼が増加
した

短納期での
発注が増加
した

検収の遅れ
が発生した

支払決済処
理のｽﾞﾚによ
り入金が遅
れた

従業員派遣
を要請された

受注業務が
拡大した･営
業時間の延
長

建設業 801 17.6 15.4 5.5 2.1 3.2 5.4
食料品製造業 987 12.5 9.9 1.7 0.7 1.7 5.7
繊維産業 522 13.2 12.8 5.2 1.7 0.2 3.1
紙・紙加工品産業 249 23.7 22.9 2.8 2.0 1.6 6.4
印刷業 547 20.7 21.2 2.0 1.1 0.7 4.0
石油・化学産業 204 15.2 13.2 3.9 1.5 2.0 3.9
鉄鋼産業 344 19.2 18.0 3.2 0.9 0.6 7.0
素形材産業 177 29.9 26.0 5.1 1.7 1.7 6.8
建設機械産業 31 19.4 25.8 3.2 0.0 0.0 3.2
産業機械産業 673 22.9 23.5 4.8 2.1 2.2 6.4
工作機械産業 152 17.1 17.8 3.3 2.0 0.7 3.9
半導体・半導体製造装置産業 161 16.8 16.8 3.7 0.6 2.5 5.6
電機・情報通信機器産業 405 19.0 21.5 4.2 2.5 3.7 5.4
自動車産業 331 23.9 20.5 4.8 2.4 2.7 7.6
その他製造業 3231 17.4 17.4 2.8 1.5 1.6 4.5
放送・コンテンツ産業 164 15.2 14.6 3.0 1.2 5.5 9.8
アニメーション制作業 28 42.9 32.1 25.0 7.1 0.0 25.0
情報サービス産業 1129 14.0 10.4 7.6 1.9 6.5 4.8
トラック運送業・倉庫業 1624 19.5 9.5 4.6 0.7 3.6 13.9
広告産業 303 12.9 10.2 2.0 1.0 3.3 4.0
技術サービス産業 1307 17.1 12.6 5.3 3.1 5.1 7.4
警備業 332 13.6 5.1 0.6 0.6 7.2 10.2
その他サービス業 1696 10.9 6.3 2.7 0.9 3.2 5.5
卸売業 511 8.4 5.5 1.4 0.8 1.0 3.9
小売業 621 6.9 4.8 1.4 0.8 1.3 1.9

働き方改革の影響（今後の懸念）
 発注側事業者の働き方改革への対応による今後の懸念について、アニメーション制作業においては発

注側の働き方改革による影響を懸念する割合が高い。特に「急な対応の依頼が増加」を懸念すると
回答した事業者は４割超。
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複数回答の回答比率は各項目における回答社数に占める各選択肢の回答件数。
不明、回答拒否など回答を得られなかった場合、無回答として設問ごとの集計から除外。
ｎ：各設問の回答数、SA：単一回答、MA：複数回答

（参考）調査結果詳細
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15.6

12.2

17.5

13.0

20.8

34.0

33.9

34.2

33.3

37.9

46.0

30.0

21.3

22.3

21.6

22.2

14.8

14.4

29.1

31.4

27.6

26.9

18.4

21.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=18225)

01_製造業(n=8126)

02_サービス業(n=6640)

03_建設業(n=837)

04_卸売業(n=528)

05_小売業(n=730)

Q2-3 最も多く取引している事業者への依存度

10%以下 10%超～30% 30%超～50% 50%超

6.6

4.3

9.6

8.0

6.1

6.0

13.4

9.8

17.1

19.7

12.3

12.5

79.2

85.5

72.2

71.2

80.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=18414)

01_製造業(n=8181)

02_サービス業(n=6711)

03_建設業(n=846)

04_卸売業(n=538)

05_小売業(n=754)

Q2-4 最も多く取引している事業者との取引年数

1年未満 1年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上

特定の事業者への取引依存度
 約3割の受注側事業者が、特定の事業者への依存度が「50%超」と回答。

 約8割の受注側事業者が、最も多く取引している事業者との取引年数が「10年以上」と回答。

（受注者側回答）

（受注者側回答）
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13.4

10.7

17.0

16.3

10.1

10.4

18.7

25.2

10.8

12.5

24.8

27.6

34.0

34.0

36.7

18.6

42.5

34.1

4.5

5.0

4.8

1.4

3.5

2.7

24.8

21.4

25.4

48.0

15.5

18.9

4.6

3.6

5.3

3.3

3.5

6.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=18271)

01_製造業(n=8139)

02_サービス業(n=6667)

03_建設業(n=830)

04_卸売業(n=536)

05_小売業(n=739)

Q3-1 発注側事業者への納品や役務の提供頻度

月1,2回 週1,2回 毎日 一日に複数回 不定期 その他

17.9
15.3

12.0
10.6
8.2
7.8

4.9

19.8
20.8

19.3
15.5

13.8
7.8

19.7

16.4
27.6
38.8
47.5
55.1

59.1
50.8

1.3
3.3

5.1
7.8

8.1
9.7

6.6

38.6
27.7

20.8
15.6
11.5

10.4
14.8

6.0
5.3
4.0
2.9
3.5

5.2
3.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

a:5,000万円未満(n=4336)
b:5,000万円以上1億円未満(n=3133)

c:1億円以上5億円未満(n=7321)
d:5億円以上10億円未満(n=1702)

e:10億円以上50億円未満(n=1562)
f:50億円以上100億円未満(n=154)

g:100億円以上(n=61)

Q3-1 発注側事業者への納品や役務の提供頻度

月1,2回 週1,2回 毎日 一日に複数回 不定期 その他

納品や役務（労務やサービス）の提供頻度
 3割超の受注側事業者が、納品や役務の提供頻度が「毎日」と回答。特に卸売業では4割超。売上

高規模が大きいほど、その傾向が強い。

（受注者側回答）

（受注者側回答）



16.2 

-3.5 

13.0 12.7 

67.7 

57.2 

71.0 

-2.0 

-14.0 -14.4 

6.0 

57.8 

47.9 

57.2 

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

発注側 受注側

経営の状況
 業況について、受注側と発注側で全体的には同様の傾向になっている中で、「売上高」、「利益剰余

金」については発注側は「増加」と回答した割合が高く、受注側は「減少」と回答した割合が高い。

 原材料、エネルギー、人件費といったコストは増加傾向。

＜「増加」と答えた事業者の割合から「減少」と答えた企業の割合を引いたもの」＞
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（受発注者側回答）
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27.1 26.2
31.4

25.7
21.4

14.2

(29.1) (29.8)
(25.0) (23.0)

(39.6)

(50.6)

-2.0 -3.7 

6.4 
2.7 

-18.1 

-36.4 

-60

-40

-20

0

20

40

-60.0

-40.0

-20.0

0.0

20.0

40.0

全体
(n=18629)

01_製造業
(n=8198)

02_サービス業
(n=6818)

03_建設業
(n=851)

04_卸売業
(n=541)

05_小売業
(n=805)

Q4-1①動向:売上高

増加 減少 「増加」－「減少」

（増加－減少）

経営の状況（売上高）
 売上高について、全体では「増加」が「減少」を下回っている。サービス業、建設業では「増加」が「減少

」を上回っている。

 小売業は、「増加」が「減少」を36.4ポイント下回っている。

（受注者側回答）
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21.0 20.6 23.2 21.7
17.8

13.0

(35.0) (35.8)
(32.1) (30.3)

(39.1)

(51.9)

-14.0 -15.2 
-8.9 -8.6 

-21.3 

-39.0 

-60

-40

-20

0

20

40

-60

-40

-20

0

20

40

全体
(n=18564)

01_製造業
(n=8171)

02_サービス業
(n=6797)

03_建設業
(n=844)

04_卸売業
(n=539)

05_小売業
(n=803)

Q4-1②動向:経常利益

増加 減少 「増加」－「減少」

（増加－減少）

経営の状況（経常利益）
 経常利益について、全ての業種において「増加」が「減少」を下回っており、売上高が増加しても、必ず

しも利益につながっていない状況が窺える。

 売上高の減少割合が高かった小売業は、経常利益についても「増加」が「減少」を39.0ポイント下回っ
ている。

（受注者側回答）
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20.0 19.5
22.2 20.7 19.3

11.2

(34.4) (35.4)
(30.6) (31.0)

(37.0)

(54.4)

-14.4 -15.9 

-8.4 -10.3 

-17.6 

-43.2 

-60

-40

-20

0

20

40

-60

-40

-20

0

20

40

全体
(n=18564)

01_製造業
(n=8171)

02_サービス業
(n=6797)

03_建設業
(n=844)

04_卸売業
(n=539)

05_小売業
(n=803)

Q4-1③動向:利益剰余金

増加 減少 「増加」－「減少」

（増加－減少）

経営の状況（利益剰余金）
 利益剰余金については、経常利益と同じく、全ての業種において「増加」が「減少」を下回っている。

（受注者側回答）
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22.9 21.1
25.5

22.7

34.6

21.3

(16.9) (16.7)
(14.4) (16.4)

(18.7)

(33.0)

6.0 4.4 

11.1 
6.3 

15.9 

-11.7 

-40

-20

0

20

40

-40

-20

0

20

40

全体
(n=18564)

01_製造業
(n=8171)

02_サービス業
(n=6797)

03_建設業
(n=844)

04_卸売業
(n=539)

05_小売業
(n=803)

Q4-1④動向:売上単価

上昇 低下 「上昇」－「低下」

（上昇－低下）

経営の状況（売上単価）
 売上単価については、全体では「上昇」が「低下」を上回っている。

 業種別では、製造業、サービス業、建設業、卸売業において「上昇」が「低下」を上回っている。一方、
小売業では「上昇」が「低下」を下回っている。

（受注者側回答）
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61.1
72.6

49.1
55.4

66.7
59.5

(3.3) (2.0) (3.7) (3.7) (5.2) (9.7)

57.8 

70.7 

45.4 
51.7 

61.5 

49.7 

-20

0

20

40

60

80

-20

0

20

40

60

80

全体
(n=18564)

01_製造業
(n=8171)

02_サービス業
(n=6797)

03_建設業
(n=844)

04_卸売業
(n=539)

05_小売業
(n=803)

Q4-1⑤動向:原材料・仕入価格

上昇 低下 「上昇」－「低下」

（上昇－低下）

経営の状況（原材料・仕入価格）
 原材料・仕入価格については、全体で61.1％が「上昇」と回答した。

 全業種において「上昇」が最も多く、特に製造業では「上昇」が「低下」を70ポイント以上上回った。

（受注者側回答）
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52.4
57.2

48.7 46.7
53.5 51.3

(4.5) (5.1) (3.4) (3.2) (3.9) (7.8)

47.9 
52.1 

45.3 43.5 

49.6 

43.5 

-20

0

20

40

60

-20

0

20

40

60

全体
(n=18564)

01_製造業
(n=8171)

02_サービス業
(n=6797)

03_建設業
(n=844)

04_卸売業
(n=539)

05_小売業
(n=803)

Q4-1⑥動向:エネルギーコスト（電気料金・燃料費等）

上昇 低下 「上昇」－「低下」

（上昇－低下）

経営の状況（エネルギーコスト(電気料金、燃料費等)）
 エネルギーコストについては、全体で52.4％が「上昇」と回答した。

 全ての業種において、「上昇」が「低下」を40～50ポイント程度上回っている。

（受注者側回答）
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63.1 65.6 65.3
57.9

51.7 48.3

(6.0) (4.9) (5.8) (6.0) (10.1) (11.8)

57.2 
60.7 59.5 

51.8 

41.6 
36.4 

-20

0

20

40

60

80

-20

0

20

40

60

80

全体
(n=18564)

01_製造業
(n=8171)

02_サービス業
(n=6797)

03_建設業
(n=844)

04_卸売業
(n=539)

05_小売業
(n=803)

Q4-1⑦動向:人件費

上昇 減少 「上昇」－「減少」

（上昇－減少）

経営の状況（人件費）
 人件費については、全体で63.1％が「上昇」と回答し、「減少」との較差は57.2ポイントとなった。

 産業別で見た場合、特に製造業、サービス業において、「上昇」が「減少」を60ポイント前後上回ってお
り、人件費の負担感が強いとみられる。

（受注者側回答）
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60.5

55.6

65.8

72.0

70.2

69.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

05_小売業(n=253)

04_卸売業(n=232)

03_建設業(n=398)

02_サービス業(n=3381)

01_製造業(n=3721)

全体(n=8577)

Q4-2:利益の投資先_従業員の賃金の引き上げ

8.7

16.8

12.6

13.3

9.0

11.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

05_小売業(n=253)

04_卸売業(n=232)

03_建設業(n=398)

02_サービス業(n=3381)

01_製造業(n=3721)

全体(n=8577)

Q4-2:利益の投資先_取引先の取引条件改善

経常利益や利益剰余金を投資している分野
 経常利益や利益剰余金の増加による資金の投資先について、約7割の受注側事業者が「従業員の

賃金の引き上げ」と回答。人件費の増加率が高かった製造業、サービス業はともに7割を超えている。

 「取引先の取引条件改善」については、全体で1割程度にとどまっている。

（受注者側回答）

（受注者側回答）
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10.7

7.1

14.3

12.7

7.2

16.4

37.7

44.3

28.5

37.0

43.0

45.6

51.7

48.6

57.3

50.3

49.8

38.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=17983)

01_製造業(n=8069)

02_サービス業(n=6562)

03_建設業(n=837)

04_卸売業(n=528)

05_小売業(n=660)

Q4-3 発注側事業者との取引価格や単価の決定方法

発注側事業者の指値 見積合わせで決定 発注側事業者と協議を重ねて決める

（％）

12.7

4.6

13.5

7.0

7.5

5.0

7.7

6.2

3.3

6.2

8.2

5.8

7.7

5.7

7.1

10.3

25.0

5.5

19.3

7.0

14.8

5.5

18.1

7.2

16.4

11.7

37.0

40.1

23.5

44.0

50.6

33.7

40.9

50.9

50.0

50.3

52.5

47.1

51.9

47.6

45.6

27.7

17.9

25.9

15.6

38.4

38.9

29.8

32.8

43.0

45.6

37.3

50.3

55.3

63.0

49.0

41.9

61.3

51.4

42.9

46.7

43.5

39.2

47.1

40.5

46.7

47.2

61.9

57.1

68.6

65.1

54.6

46.3

64.7

49.1

49.8

38.0

51.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

建設業(n=837)

食料品製造業(n=1001)

繊維産業(n=533)

紙・紙加工品産業(n=257)

印刷業(n=563)

石油・化学産業(n=199)

鉄鋼産業(n=352)

素形材産業(n=161)

建設機械産業(n=30)

産業機械産業(n=682)

工作機械産業(n=158)

半導体・半導体製造装置産業(n=155)

電機・情報通信機器産業(n=405)

自動車産業(n=334)

その他製造業(n=3239)

放送・コンテンツ産業(n=155)

アニメーション制作業(n=28)

情報サービス産業(n=1119)

トラック運送業・倉庫業(n=1649)

広告産業(n=302)

技術サービス産業(n=1295)

警備業(n=326)

その他サービス業(n=1688)

卸売業(n=528)

小売業(n=660)

その他(n=1327)

Q4-3 発注側事業者との取引価格や単価の決定方法

発注側事業者の指値 見積合わせで決定 発注側事業者と協議を重ねて決める

（％）

取引価格や単価の決定方法
 取引価格や単価の決定方法について、5割超の受注側事業者が、「発注側と協議を重ねて決める」と

回答（昨年の4割から増加）。アニメーション制作業では２割超が「発注側事業者の指値」と回答。

 受注側事業者において、「発注側事業者の指値」との回答が１割超である一方、発注側事業者の
回答は1.9％。

Q3-3 受注側事業者との取引価格や単価の決定方法（発注者側回答）

1.9 23.2 74.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=2154)

指値 見積合わせで決定 受注側事業者と協議を重ねて決める

（受注者側回答）
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6.4

7.4

10.4

16.5

44.4

41.1

37.6

30.1

49.2

51.5

52.0

53.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10%以下(n=2687)

10%超～30%(n=6040)

30%超～50%(n=3788)

50%超(n=5154)

Q4-3 発注側事業者との取引価格や単価の決定方法

発注側事業者の指値 見積合わせで決定 発注側事業者と協議を重ねて決める

取引価格や単価の決定方法
 「発注側事業者との取引価格や単価の決定方法」と、「最も多く取引している事業者への依存度」の

関係をみたところ、依存度が高い企業ほど「発注側事業者の指値」で単価が決定されている割合が高
い。

（受注者側回答）
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53.9

49.2

58.5

62.5

57.3

48.1

8.2

8.6

8.2

10.1

4.7

4.5

37.9

42.3

33.3

27.4

38.0

47.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=15831)

01_製造業(n=7197)

02_サービス業(n=5820)

03_建設業(n=752)

04_卸売業(n=447)

05_小売業(n=486)

Q4-4 労務費の上昇分を取引価格に転嫁するよう要請した場合の協議の対応

発注側事業者に要請し､協議に応じてもらえた 発注側事業者に要請したが､協議に応じてもらえなかった

発注側事業者に要請することができなかった

（％）

33.2

31.2

33.9

36.9

33.9

36.0

60.4

61.6

60.8

59.0

60.7

50.5

6.4

7.2

5.4

4.1

5.4

13.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=8143)

01_製造業(n=3383)

02_サービス業(n=3279)

03_建設業(n=444)

04_卸売業(n=239)

05_小売業(n=214)

Q4-4-1 協議の結果､労務費の上昇分を取引価格に転嫁できた

概ね転嫁できた 一部転嫁できた 転嫁できなかった

（％）

「労務費の変動」の価格転嫁に関する協議
 ５割超の受注側事業者が、労務費の上昇分を取引価格に転嫁するよう「発注側事業者に要請し、

協議に応じてもらえた」と回答。

 協議の結果、9割超の受注側事業者が労務費の上昇分を取引価格に「概ね」または「一部」転嫁で
きたと回答。

（受注者側回答）

（受注者側回答）
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発注側

受注側

要請されなかった

応じた

反映した

応じてもらえた

応じて
もらえなかった

要請できなかった

反映しなかった

53.9％

8.2％

37.9％

48.4％

要請されたが
応じなかった

51.3％

0.2％

94.0％

93.6％

転嫁できなかった6.4％

6.0％

協議を
申し出れば
見直される
割合は

非常に高い

協
議

協
議

「労務費の変動」の価格転嫁に関する協議
 労務費上昇分に伴う取引価格の見直しについて、協議をしている割合は受注側・発注側ともに

全体の５割強。

 協議に応じないケースは少なく、協議の結果、見直される割合も非常に高いことが明らかとなった。
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60.4
58.5

56.8
47.3
46.9

44.1
43.5
42.7
42.1
42.0

40.8
40.4
40.0

38.0
37.8
37.0

36.2
34.7
34.6
34.4
34.3

33.3
32.0

27.4
26.9

7.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

印刷業(n=487)
自動車産業(n=311)

放送・コンテンツ産業(n=125)
小売業(n=486)

工作機械産業(n=128)
食料品製造業(n=869)

アニメーション制作業(n=23)
電機・情報通信機器産業(n=365)

半導体・半導体製造装置産業(n=140)
その他製造業(n=2860)

その他サービス業(n=1441)
素形材産業(n=146)

広告産業(n=255)
卸売業(n=447)

紙・紙加工品産業(n=241)
建設機械産業(n=27)

その他(n=1129)
技術サービス産業(n=1117)

産業機械産業(n=625)
石油・化学産業(n=180)

情報サービス産業(n=960)
繊維産業(n=499)
鉄鋼産業(n=319)
建設業(n=752)

トラック運送業・倉庫業(n=1581)
警備業(n=318)

Q4-4 発注側事業者に要請することができなかった

「労務費の変動」の価格転嫁を要請できなかった企業の傾向
 労務費上昇分を「要請できなかった」企業の傾向を業種別みると、印刷、自動車、放送・コンテンツが

５割強と高い。一方、警備は１割弱と非常に低い。

（受注者側回答）



53.9

31.1

50.5

60.9

8.2

18.5

7.3

6.7

37.9

50.4

42.2

32.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

発注側事業者の指値(n=1615)

見積合わせで決定(n=5758)

発注側事業者と協議を重ねて決める(n=8277)

Q4-4 労務費の上昇分を取引価格に転嫁するよう要請した場合の協議の対応

発注側事業者に要請し､協議に応じてもらえた 発注側事業者に要請したが､協議に応じてもらえなかった

発注側事業者に要請することができなかった

「労務費の変動」の価格転嫁に関する協議
 「労務費の上昇分を取引価格に転嫁するよう要請した場合の協議の対応」と、「発注側事業者との取

引価格や単価の決定方法」の関係をみると、「発注側事業者と協議を重ねて決める」企業に比べ、
「発注側事業者の指値」企業の方が、２割程度要請することができなかった企業が多いことがわかる。

（受注者側回答）

40
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39.3

58.0

41.4

34.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

全体

発注側事業者の指値

見積合わせで決定

発注側事業者と協議を重

ねて決める

Q4-5③価格･ｻｰﾋﾞｽの料金転嫁:
ｴﾈﾙｷﾞｰｺｽﾄの変動

30.0

51.8

30.4

25.2

0.0 20.0 40.0 60.0

全体

発注側事業者の指値

見積合わせで決定

発注側事業者と協議を重

ねて決める

Q4-5②価格･ｻｰﾋﾞｽの料金転嫁:
原材料･仕入価格の変動

36.6

55.2

39.0

30.9

0.0 20.0 40.0 60.0

全体

発注側事業者の指値

見積合わせで決定

発注側事業者と協議を重

ねて決める

Q4-5①価格･ｻｰﾋﾞｽの料金転嫁:
最低賃金や人手不足による労務費の変動

「労務費の変動」の価格転嫁に関する協議
 「労務費」「原材料・仕入価格」「エネルギーコスト」の変動について「要請できなかった」企業と、「発注

側事業者との取引価格や単価の決定方法」の関係をみると、取引価格や単価の決定方法が影響し
ていることが考えられる。

（受注者側回答）
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0.8%

-2.9%

5.2% 4.5%

-1.4%

-11.5%

-3.0%
-3.7%

-3.4%
-1.5%

1.8%

-2.1%

-9.6%
-11.2%

-7.8%

-14.2%

-10.4%

-21.6%-25.0%

-20.0%

-15.0%

-10.0%

-5.0%

0.0%

5.0%

10.0%

全体 01_製造業 02_サービス業 03_建設業 04_卸売業 05_小売業

各種費用の転嫁状況（昨年比較）

労務費の転嫁状況（昨年比較） 原材料･仕入価格の転嫁状況（昨年比較） エネルギーコストの転嫁状況（昨年比較）

※平成29年度、30年度調査から、「概ね転嫁できた」「一部転嫁できた」比率を合計した値を比較。

製品等の価格への転嫁状況（昨年との比較：大分類）
 労務費等のコスト上昇分について、29年度調査と30年度調査の結果から、「概ね転嫁できた」、「一

部転嫁できた」比率を合計した値を比較したところ、サービス業において労務費転嫁率の伸びが最も高
く、小売業のエネルギーコスト転嫁率が最も悪化している。

（受注者側回答）
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12.5

10.1

15.2

18.3

10.3

8.2

28.0

24.9

32.8

34.3

26.1

18.2

36.6

42.8

30.0

27.3

31.0

43.8

23.0

22.3

21.9

20.1

32.7

29.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=16675)

01_製造業(n=7549)

02_サービス業(n=6113)

03_建設業(n=772)

04_卸売業(n=468)

05_小売業(n=610)

Q4-5①価格･ｻｰﾋﾞｽの料金転嫁:最低賃金や人手不足による労務費の変動

概ね転嫁できた 一部転嫁できた 転嫁できなかった 転嫁の必要がない

「労務費の変動」の価格転嫁状況
 製造業、小売業では４割超の受注側事業者が「転嫁できなかった」と回答。

Q3-5① 価格・サービスの料金転嫁:最低賃金や人手不足を理由とした労務費の変動（発注者側回答）

17.7 23.5 13.7 45.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=2073)

概ね転嫁した 一部転嫁した 転嫁しなかった 転嫁の要請がない

（受注者側回答）
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15.6

17.3

11.8

19.1

25.9

16.9

33.2

37.6

26.7

39.4

40.7

34.6

30.0

30.8

30.6

22.5

20.3

32.1

21.3

14.3

30.9

18.9

13.2

16.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=16417)

01_製造業(n=7558)

02_サービス業(n=5872)

03_建設業(n=763)

04_卸売業(n=479)

05_小売業(n=616)

Q4-5②価格･ｻｰﾋﾞｽの料金転嫁:原材料･仕入価格の変動

概ね転嫁できた 一部転嫁できた 転嫁できなかった 転嫁の必要がない

「原材料・仕入価格の変動」の価格転嫁状況
 製造業、サービス業、小売業では３割超の受注側事業者が「転嫁できなかった」と回答。

Q3-5② 価格・サービスの料金転嫁:原材料･仕入価格の変動（発注者側回答）

25.1 25.4 13.4 36.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=2065)

概ね転嫁した 一部転嫁した 転嫁しなかった 転嫁の要請がない

（受注者側回答）
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15.6

17.3

11.8

19.1

25.9

16.9

33.2

37.6

26.7

39.4

40.7

34.6

30.0

30.8

30.6

22.5

20.3

32.1

21.3

14.3

30.9

18.9

13.2

16.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=16417)

01_製造業(n=7558)

02_サービス業(n=5872)

03_建設業(n=763)

04_卸売業(n=479)

05_小売業(n=616)

Q4-5③価格･ｻｰﾋﾞｽの料金転嫁:ｴﾈﾙｷﾞｰｺｽﾄの変動

概ね転嫁できた 一部転嫁できた 転嫁できなかった 転嫁の必要がない

「エネルギーコストの変動」の価格転嫁状況
 製造業、サービス業、小売業では３割超の受注側事業者が「転嫁できなかった」と回答。

Q3-5② 価格・サービスの料金転嫁:原材料･仕入価格の変動（発注者側回答）

17.2 20.1 17.0 45.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=2067)

概ね転嫁した 一部転嫁した 転嫁しなかった 転嫁の要請がない

（受注者側回答）
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14.7

13.9

17.7

17.7

11.2

7.6

8.2

7.6

10.1

9.9

3.0

3.8

66.4

68.5

62.4

66.0

70.9

68.2

10.7

10.0

9.8

6.4

14.9

20.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=5794)

01_製造業(n=3097)

02_サービス業(n=1742)

03_建設業(n=203)

04_卸売業(n=134)

05_小売業(n=236)

Q4-5-1 最低賃金や人手不足による労務費の変動分を転嫁できなかった理由 （％）

17.9

16.7

20.2

26.8

11.2

11.9

9.1

9.0

9.4

13.1

9.0

5.3

58.9

59.8

58.4

51.0

61.8

58.3

14.2

14.5

12.1

9.2

18.0

24.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=4403)

01_製造業(n=2141)

02_サービス業(n=1588)

03_建設業(n=153)

04_卸売業(n=89)

05_小売業(n=151)

Q4-5-2 原材料･仕入価格の変動分を転嫁できなかった理由 （％）

13.7

12.8

15.9

18.0

7.9

8.6

6.5

5.7

8.5

8.1

4.6

4.1

65.1

67.4

62.2

64.4

65.6

61.5

14.7

14.1

13.5

9.5

21.9

25.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=5760)

01_製造業(n=3069)

02_サービス業(n=1737)

03_建設業(n=222)

04_卸売業(n=151)

05_小売業(n=221)

Q4-5-3 ｴﾈﾙｷﾞｰｺｽﾄの変動分を転嫁できなかった理由

発注側事業者と協議をしたが､転嫁が認められなかった 発注側事業者に協議を申し入れたが､協議に応じてもらえなかった

発注側事業者に協議を申し入れることができなかった その他

（％）

取引価格への転嫁ができなかった理由
 労務費、原材料価格、エネルギーコストのいずれにおいても、6割前後の受注側事業者が「発注側事

業者に協議を申し入れることができなかった」と回答。
（受注者側回答）

（受注者側回答）

（受注者側回答）
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48.5

51.7

45.4

32.3

33.3

33.3

13.5

13.0

11.8

16.9

29.6

29.6

11.3

11.0

11.8

15.4

18.5

3.7

26.7

24.3

31.0

35.4

18.5

33.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=1996)

01_製造業(n=1198)

02_サービス業(n=568)

03_建設業(n=65)

04_卸売業(n=27)

05_小売業(n=27)

Q4-6-2 発注側事業者からの合理的な説明のない原価低減要請の改善時期

平成28年以前に改善された 平成29年内に改善された 平成30年内に改善された 改善されなかった

（％）

3.9

5.7

2.4

2.0

2.6

2.0

12.0

15.8

9.3

8.4

5.7

5.3

84.0

78.4

88.3

89.6

91.7

92.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=17670)

01_製造業(n=8025)

02_サービス業(n=6466)

03_建設業(n=811)

04_卸売業(n=505)

05_小売業(n=603)

Q4-6 発注側事業者からの合理的な説明のない一方的な原価低減の要請

要請されたことがある（現在も要請されている） 過去に要請されたことがある 要請されたことはない

（％）

不合理な原価低減要請に関する状況
 全体では15.9％の受注側事業者が「要請されたことがある」と回答。現在も要請されている受注側事

業者は約4%。

 「過去に要請されたことがある」と回答した受注側事業者のうち、7割超が「改善された」と回答し、改善
時期については、2割超が平成29年～平成30年の2年内で「改善された」と回答。

（受注者側回答）

（受注者側回答）



30.4

61.7

61.2

55.6

53.1

50.9

45.2

56.8

48.9

48.6

53.5

61.8

43.5

53.6

34.8

11.7

6.1

22.2

12.2

12.7

21.4

8.6

14.6

5.7

9.4

11.8

19.6

7.2

17.4

8.5

12.2

0.0

12.2

12.7

9.5

9.9

11.8

20.0

11.0

0.0

8.7

10.1

17.4

18.1

20.4

22.2

22.4

23.6

23.8

24.7

24.7

25.7

26.0

26.5

28.3

29.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

石油・化学産業(n=23)

自動車産業(n=94)

紙・紙加工品産業(n=49)

建設機械産業(n=9)

鉄鋼産業(n=49)

食料品製造業(n=55)

繊維産業(n=42)

電機・情報通信機器産業(n=81)

その他製造業(n=485)

半導体・半導体製造装置産業(n=35)

産業機械産業(n=127)

工作機械産業(n=34)

素形材産業(n=46)

印刷業(n=69)

Q4-6-2 発注側事業者からの合理的な説明のない原価低減要請の改善時期（製造業）

平成28年以前に改善された 平成29年内に改善された 平成30年内に改善された 改善されなかった

（％）

33.3

46.4

51.6

47.7

45.9

46.2

33.3

39.7

32.3

42.9

45.5

0.0

29.6

28.6

14.3

18.0

10.6

11.5

29.6

9.0

16.9

10.3

0.0

0.0

18.5

3.6

9.5

9.0

14.1

11.5

3.7

16.7

15.4

10.3

0.0

33.3

18.5

21.4

24.6

25.2

29.4

30.8

33.3

34.6

35.4

36.5

54.5

66.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

卸売業(n=27)

警備業(n=28)

情報サービス産業(n=126)

その他(n=111)

トラック運送業・倉庫業(n=170)

広告産業(n=26)

小売業(n=27)

技術サービス産業(n=78)

建設業(n=65)

その他サービス業(n=126)

放送・コンテンツ産業(n=11)

アニメーション制作業(n=3)

Q4-6-2 発注側事業者からの合理的な説明のない原価低減要請の改善時期（非製造業）

平成28年以前に改善された 平成29年内に改善された 平成30年内に改善された 改善されなかった

（％）

不合理な原価低減要請に関する状況（業種中分類）
 不合理な原価低減要請について、製造業は概ね7～8割が「改善された」と回答、特に石油・化学産

業、自動車産業、紙・加工品産業などの改善率が8割前後で高い。

 非製造業は、製造業と比べ全体的に改善率が低い。
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（受注者側回答） （受注者側回答）
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32.6

30.7

33.3

28.5

27.9

48.8

48.4

44.6

53.0

54.3

52.6

43.3

19.1

24.7

13.7

17.2

19.5

7.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=18497)

01_製造業(n=8230)

02_サービス業(n=6792)

03_建設業(n=847)

04_卸売業(n=538)

05_小売業(n=730)

Q5-1 代金の支払期日

1ヶ月以内 2ヶ月以内 2ヶ月超

（％）

40.1

43.2

37.8

47.9

21.5

30.2

54.0

52.3

55.6

48.4

69.7

55.7

6.0

4.6

6.5

3.7

8.8

14.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=18385)

01_製造業(n=8232)

02_サービス業(n=6735)

03_建設業(n=841)

04_卸売業(n=534)

05_小売業(n=699)

Q5-2 代金の支払期日の決定方法

発注側事業者が一方的に決定 発注側事業者と協議して決定 自社が決定

（％）

支払条件（支払期日）およびその決定方法
 代金の支払期日は、約５割の受注側事業者が「２ヶ月以内」、約２割が「２カ月超」と回答。

 支払期日の決定方法は、４割の受注側事業者が「発注側事業者が一方的に決定」と回答。

（受注者側回答）

（受注者側回答）



支払条件（現金化）およびその決定方法
 手形割合は、５割超の受注側事業者が「すべて現金」と回答。

 支払手段の決定方法については、4割弱の受注側事業者が「発注側が一方的に決定」と回答。
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55.5

36.1

77.2

51.3

61.7

84.3

13.1

14.0

12.4

11.0

18.3

9.9

9.8

14.8

4.2

9.5

8.8

1.9

7.9

11.9

2.8

14.3

4.0

1.2

9.1

15.2

2.4

12.4

4.0

2.4

4.6

8.0

1.1

1.5

3.2

0.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=16940)

01_製造業(n=7828)

02_サービス業(n=6060)

03_建設業(n=783)

04_卸売業(n=475)

05_小売業(n=574)

Q5-4 代金を手形等で受け取っている割合

すべて現金 10%未満 10～30%未満 30～50%未満 50%以上 すべて手形

（％）

39.4

43.8

35.4

48.0

24.3

27.0

48.3

48.5

48.0

42.9

57.9

47.3

12.3

7.6

16.6

9.1

17.9

25.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=17785)

01_製造業(n=8092)

02_サービス業(n=6445)

03_建設業(n=813)

04_卸売業(n=515)

05_小売業(n=640)

Q5-3 現金･手形等の支払手段についての決定方法

発注側事業者が一方的に決定 発注側事業者と協議して決定 自社が決定

（％）

（受注者側回答）

（受注者側回答）



支払条件（現金化）の改善状況
 手形払いから現金への改善状況について、３割超の受注側事業者が「改善されていない」と回答。

「29年、30年内」の２年間で「現金払いに改善された」受注側事業者は5.6％。
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11.0

13.0

9.1

10.1

11.4

8.8

2.6

3.9

1.2

2.3

0.9

0.6

3.0

4.4

1.7

2.2

1.5

1.0

35.6

51.3

18.0

40.7

29.5

13.1

47.8

27.4

69.9

44.8

56.8

76.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=16254)

01_製造業(n=7523)

02_サービス業(n=5870)

03_建設業(n=744)

04_卸売業(n=458)

05_小売業(n=511)

Q5-7 代金の支払条件が手形等から現金払いに改善された時期

平成28年以前に現金払いに改善された 平成29年内に現金払いに改善された 平成30年内に現金払いに改善された 改善されていない 当初からすべて現金払い

（％）（受注者側回答）



14.2

13.1

17.0

14.6

16.2

24.3

9.4

9.5

8.4

10.3

13.2

14.9

76.4

77.4

74.6

75.1

70.7

60.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=7228)

01_製造業(n=4832)

02_サービス業(n=1321)

03_建設業(n=370)

04_卸売業(n=167)

05_小売業(n=74)

Q5-6 手形等で割引料相当額の負担がないよう取引価格に反映する等勘案している

概ね勘案されている 一部勘案されている 勘案されていない

（％）

支払条件（手形サイト・割引料相当額）
 代金を手形等で受け取っている場合の支払サイトは、8.6％の受注側事業者が「120日超」と回答。

 手形等の割引料相当額は、８割近い受注側事業者が「勘案されていない」と回答。
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2.9

1.5

5.1

1.1

12.8

30.9

8.4

6.7

12.7

5.0

22.3

23.5

29.0

27.7

34.8

27.8

25.7

24.7

51.2

55.7

37.6

59.3

30.2

18.5

8.6

8.4

9.9

6.9

8.9

2.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=7416)

01_製造業(n=4937)

02_サービス業(n=1355)

03_建設業(n=378)

04_卸売業(n=179)

05_小売業(n=81)

Q5-4-1 手形等の支払ｻｲﾄ

30日以内 60日以内 90日以内 120日以内 120日超

（％）（受注者側回答）

（受注者側回答）



支払条件（手形サイト）の改善状況
 手形等サイトの短縮について、「29年、30年内に短縮された」受注側事業者は6.6％。「28年以前

に短縮された」受注側事業者を含めると１割超が短縮されているが、９割近い受注側事業者が「短
縮されていない」と回答。
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4.8

4.5

5.4

5.0

5.3

9.3

2.7

2.9

2.4

2.5

2.3

1.3

3.9

4.1

3.5

3.6

1.8

2.7

88.5

88.4

88.7

88.9

90.6

86.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=7080)

01_製造業(n=4725)

02_サービス業(n=1293)

03_建設業(n=361)

04_卸売業(n=171)

05_小売業(n=75)

Q5-5 手形等支払ｻｲﾄの短縮時期

平成28年以前に支払ｻｲﾄが短縮された 平成29年内に支払ｻｲﾄが短縮された 平成30年内に支払ｻｲﾄが短縮された 短縮されていない

（％）（受注者側回答）



50.8

57.8

68.2

77.0

83.9

85.8

90.5

49.2

42.2

31.8

23.0

16.1

14.2

9.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

a:5,000万円未満(n=4221)

b:5,000万円以上1億円未満(n=3103)

c:1億円以上5億円未満(n=7334)

d:5億円以上10億円未満(n=1712)

e:10億円以上50億円未満(n=1566)

f:50億円以上100億円未満(n=155)

g:100億円以上(n=63)

Q6-1 発注側事業者との契約書の締結

締結している 締結していない

（％）
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64.8

55.7

78.0

73.9

50.9

45.2

35.2

44.3

22.0

26.1

49.1

54.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=18155)

01_製造業(n=8131)

02_サービス業(n=6677)

03_建設業(n=832)

04_卸売業(n=527)

05_小売業(n=661)

Q6-1 発注側事業者との契約書の締結

締結している 締結していない

（％）

発注側事業者との契約書締結状況
 発注側事業者との契約書の締結状況について、6割超の受注側事業者が「締結している」と回答。売

上高規模が大きいほど締結割合が高くなる傾向。

（受注者側回答）

（受注者側回答）
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6.3

4.3

8.9

1.5

10.4

11.0

93.7

95.7

91.1

98.5

89.6

89.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=18057)

01_製造業(n=8096)

02_サービス業(n=6642)

03_建設業(n=826)

04_卸売業(n=519)

05_小売業(n=656)

Q6-2 過去2年間の｢取引の停止｣の経験

受けたことがある 受けたことがない

（％）

一方的な取引停止の状況
 過去2年間の発注側事業者からの一方的な取引の停止の経験について、6.3%の受注側事業者が

「受けたことがある」と回答。

（受注者側回答）
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27.6
22.7
20.6
19.4
19.0
18.0
16.1

12.8
11.9
11.9
11.3
11.3
11.2
9.5
9.0
8.7
8.0
7.9
5.6
5.1
4.3
4.2
2.6
2.5
1.7
0.6

72.4
77.3
79.4
80.6
81.0
82.0
83.9

87.2
88.1
88.1
88.7
88.7
88.8
90.5
91.0
91.3
92.0
92.1
94.4
94.9
95.7
95.8
97.4
97.5
98.3
99.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

アニメーション制作業(n=29)
半導体・半導体製造装置産業…

産業機械産業(n=688)
建設機械産業(n=31)

卸売業(n=526)
石油・化学産業(n=206)

電機・情報通信機器産業(n=416)
自動車産業(n=337)
繊維産業(n=545)

素形材産業(n=185)
その他製造業(n=3288)
食料品製造業(n=1012)

放送・コンテンツ産業(n=169)
工作機械産業(n=158)

情報サービス産業(n=1136)
広告産業(n=311)

紙・紙加工品産業(n=251)
その他(n=1336)
小売業(n=679)

その他サービス業(n=1732)
技術サービス産業(n=1323)

鉄鋼産業(n=353)
印刷業(n=569)
建設業(n=833)

トラック運送業・倉庫業(n=1664)
警備業(n=335)

Q6-3 外国企業との取引有無

ある ない

外国企業との取引の有無
 アニメーション制作業、半導体・半導体製造装置産業、産業機械産業については、２割超の受注側

事業者が、外国企業※との取引が「ある」と回答。

※日本法人の有無に関わらず、また、日本法人が窓口となる契約や日本法人を通さない契約など、広く外国企業との取引について回答。

（受注者側回答）
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26.3
25.0

16.7
16.7
14.9
14.1
13.8
13.6
13.3
11.7
11.5
11.1
11.1
10.8
10.6
8.9
8.3
8.1
7.4
7.1
6.6
5.3
4.8
4.5

0.0
0.0

73.7
75.0

83.3
83.3
85.1
85.9
86.2
86.4
86.7
88.3
88.5
88.9
88.9
89.2
89.4
91.1
91.7
91.9
92.6
92.9
93.4
94.7
95.2
95.5

100.0
100.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

放送・コンテンツ産業(n=19)
アニメーション制作業(n=8)

建設機械産業(n=6)
半導体・半導体製造装置産業(n=36)

電機・情報通信機器産業(n=67)
繊維産業(n=64)

トラック運送業・倉庫業(n=29)
素形材産業(n=22)

印刷業(n=15)
産業機械産業(n=137)

その他サービス業(n=87)
紙・紙加工品産業(n=18)

小売業(n=36)
石油・化学産業(n=37)

卸売業(n=94)
情報サービス産業(n=101)

鉄鋼産業(n=12)
その他製造業(n=360)

広告産業(n=27)
技術サービス産業(n=56)

その他(n=106)
建設業(n=19)

自動車産業(n=42)
食料品製造業(n=112)
工作機械産業(n=14)

警備業(n=2)

Q6-4 外国企業からの無理な発注や

一方的な価格低減要請等の取引上の問題有無

ある ない

外国企業との取引における取引上の問題
 放送・コンテンツ産業、アニメーション制作業については、２割超の受注側事業者が、外国企業との取

引において問題が「ある」と回答。

（受注者側回答）
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50.7

37.7

37.0

17.1

10.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

不合理な価格低減要請

発注内容や取引条件の一方的な変更

短納期発注

不合理な契約内容

その他

Q6-4-1 外国企業からの無理な発注や一方的な価格低減要請等の

取引上の問題内容(n=146)

※nが10未満の業種はグレーで網掛、各業種の中で最も高い割合の項目にピンクで網掛

分類 ｎ

短納期発注 不合理な価
格低減要請

発注内容や
取引条件の
一方的な変
更

不合理な契
約内容

その他

01_製造業 88 48.9 56.8 36.4 12.5 10.2
02_サービス業 36 11.1 36.1 38.9 30.6 13.9
03_建設業 1 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0
04_卸売業 10 30.0 60.0 40.0 10.0 0.0
05_小売業 4 0.0 75.0 0.0 0.0 25.0

外国企業との取引における取引上の問題
 外国企業との取引における問題の内容として不合理な原価低減要請が５割強と最も多い。

（受注者側回答）

〔業種内訳〕
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35.4
33.8
33.6
32.7

24.3
23.2
23.1
22.0
21.7
21.1
20.7
19.4
18.8
18.2
17.1

13.2
11.5
10.3
10.0
9.9
9.5
8.3
6.9
6.2
5.8

2.4

64.6
66.2
66.4
67.3

75.7
76.8
76.9
78.0
78.3
78.9
79.3
80.6
81.2
81.8
82.9

86.8
88.5
89.7
90.0
90.1
90.5
91.7
93.1
93.8
94.2

97.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

半導体・半導体製造装置産業…
石油・化学産業(n=204)
産業機械産業(n=678)
食料品製造業(n=999)

電機・情報通信機器産業(n=412)
素形材産業(n=177)

卸売業(n=523)
繊維産業(n=533)

その他製造業(n=3243)
工作機械産業(n=152)

アニメーション制作業(n=29)
建設機械産業(n=31)

紙・紙加工品産業(n=245)
自動車産業(n=329)
鉄鋼産業(n=340)

情報サービス産業(n=1125)
その他(n=1297)

トラック運送業・倉庫業(n=1652)
広告産業(n=299)
小売業(n=648)

放送・コンテンツ産業(n=168)
建設業(n=809)
印刷業(n=551)

その他サービス業(n=1681)
技術サービス産業(n=1301)

警備業(n=329)

Q6-6 本来の流通経路に他の事業者が介在する取引有無

ある ない

商社などが介在する取引の有無
 半導体・半導体製造装置産業、石油・化学産業、産業機械産業、食料品製造業については、３割

超の受注側事業者が、商社など本来の流通経路に他の事業者が介在する取引が「ある」と回答。

（受注者側回答）



49.1

50.9

45.7

42.6

50.9

41.7

43.7

34.5

34.0

29.7

31.1

58.0

53.3

33.3

18.8

18.6

21.9

23.0

8.9

13.3

18.5

12.3

12.0

13.6

11.5

8.0

10.0

15.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

全体(n=2717)

01_製造業(n=1811)

02_サービス業(n=538)

03_建設業(n=61)

04_卸売業(n=112)

05_小売業(n=60)

06_その他(n=135)

Q6-7 本来の流通経路に他の事業者が介在する理由

調達に係る事務の合理化のため 物流機能の効率化のため

説明はない その他

46.8

43.5

48.3

52.9

54.5

51.3

52.2

27.8

34.0

31.8

37.2

42.3

51.3

65.2

24.1

21.6

20.9

13.0

13.0

12.8

4.3

10.8

14.3

12.9

12.5

10.5

7.7

4.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

a:5,000万円未満(n=316)

b:5,000万円以上1億円未満
(n=356)

c:1億円以上5億円未満(n=1189)

d:5億円以上10億円未満(n=393)

e:10億円以上50億円未満(n=400)

f:50億円以上100億円未満(n=39)

g:100億円以上(n=23)

Q6-7 本来の流通経路に他の事業者が介在する理由

調達に係る事務の合理化のため 物流機能の効率化のため

説明はない その他

商社などが介在する理由
 商社などが介在する理由について、約５割の受注側事業者が「調達に係る事務の合理化のためと説

明があった」と回答。卸売業、小売業においては「物流機能の効率化のため」が最も多い理由となった。

 売上高規模が小さいほど「説明がない」割合が増加する傾向。売上高規模が大きくなるほど「物流機
能の効率化のため」という割合が増加する傾向。
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（受注者側回答） （受注者側回答）



17.4

14.9

23.4

19.0

23.0

27.6

16.4

82.6

85.1

76.6

81.0

77.0

72.4

83.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=2737)

01_製造業(n=1821)

02_サービス業(n=542)

03_建設業(n=63)

04_卸売業(n=113)

05_小売業(n=58)

06_その他(n=140)

Q6-8 他の事業者が介在しない場合と比べた取引上の

問題有無

ある ない

49.9

53.6

36.7

33.8

59.3

54.2

51.4

50.1

46.4

63.3

66.2

40.7

45.8

48.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=2701)

01_製造業(n=1794)

02_サービス業(n=532)

03_建設業(n=65)

04_卸売業(n=113)

05_小売業(n=59)

06_その他(n=138)

Q6-9 他の事業者が介在しない場合と比べた

取引上のﾒﾘｯﾄ有無

ある ない

商社などが介在する取引における問題の有無
 17.4％の受注側事業者が、商社など他の事業者が介在しない場合と比べて取引上の問題が「ある」

と回答。小売業、サービス業、卸売業においては２割超の受注側事業者が問題があると回答。

 他の事業者が介在しない場合と比べ、取引上のメリットがあると回答した企業は半数。卸売業・小売
業は５割超がメリットがあると回答、サービス業、建設業は６割超がメリットがないと回答。

（受注者側回答） （受注者側回答）
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62

11.7

12.0

7.8

14.5

18.6

15.5

13.7

71.3

73.4

69.0

62.9

64.6

62.1

66.4

17.0

14.6

23.1

22.6

16.8

22.4

19.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=2659)

01_製造業(n=1772)

02_サービス業(n=523)

03_建設業(n=62)

04_卸売業(n=113)

05_小売業(n=58)

06_その他(n=131)

Q6-10 他の事業者を介在した取引変更後の販売価格の上昇

上昇した かわらない 下がった

商社などが介在する取引における価格変化
 商社などが介在する取引において、17％の受注側事業者が、販売価格が「下がった」と回答。

 放送・コンテンツ産業、印刷業、情報サービス産業では20ポイント以上減少している割合が多い。

（受注者側回答）



0.9
0.0
0.6
1.0
0.0
1.4
0.9
2.7
1.5
0.9
2.5
2.8
1.6
2.3
1.9
1.9
2.3
1.9
2.2
4.9

1.4
3.5
2.1
1.9
4.3
4.6

4.7

27.6
30.5

34.4
35.5

39.5
40.2
38.6
42.5
46.2
45.1
46.1
47.7
47.1
48.2
49.0
50.1
51.9
51.9
49.7

53.3
55.6
57.0
61.8

63.4
66.1

94.4
72.4
68.9
64.6
64.5

59.1
59.0
58.8
56.1
52.9
52.4
51.1
50.7
50.6
49.9
49.0
47.6
46.3
45.9
45.4
45.3
40.9
40.9

36.2
32.3
29.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

警備業(n=339)
アニメーション制作業(n=29)

トラック運送業・倉庫業(n=1694)
情報サービス産業(n=1144)

建設機械産業(n=31)
建設業(n=851)

産業機械産業(n=687)
自動車産業(n=337)

その他サービス業(n=1862)
技術サービス産業(n=1362)

鉄鋼産業(n=355)
素形材産業(n=180)

食料品製造業(n=1036)
放送・コンテンツ産業(n=174)

電機・情報通信機器産業(n=421)
石油・化学産業(n=208)
その他製造業(n=3319)
工作機械産業(n=160)

繊維産業(n=547)
半導体・半導体製造装置産業(n=163)

その他(n=1385)
紙・紙加工品産業(n=259)

小売業(n=756)
広告産業(n=309)
卸売業(n=533)
印刷業(n=569)

Q7-1 現在の人員の過不足状況

過剰 適正 不足

1.5

1.4

2.1

1.6

2.1

1.3

1.4

66.4

51.2

38.6

32.2

30.0

28.8

29.0

32.1

47.3

59.3

66.2

67.9

70.0

69.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

a:5,000万円未満(n=4339)

b:5,000万円以上1億円未満(n=3215)

c:1億円以上5億円未満(n=7563)

d:5億円以上10億円未満(n=1754)

e:10億円以上50億円未満(n=1609)

f:50億円以上100億円未満(n=160)

g:100億円以上(n=69)

Q6-6 本来の流通経路に他の事業者が介在する取引有無

過剰 適正 不足

1.8

2.3

1.1

1.4

4.3

2.1

1.4

45.7

49.4

38.0

39.5

63.4

57.0

53.3

52.5

48.2

60.9

59.1

32.3

40.9

45.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=18710)

01_製造業(n=8272)

02_サービス業(n=6913)

03_建設業(n=851)

04_卸売業(n=533)

05_小売業(n=756)

06_その他(n=1385)

Q7-1 現在の人員の過不足状況

過剰 適正 不足

人員の過不足状況
 ５割超の受注側事業者が「不足」と回答。

 警備業では９割超が「不足」と回答。
（受注者側回答）
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（受注者側回答）

（受注者側回答）



7.1

5.3

5.9

6.6

8.9

10.7

8.3

8.7

6.8

8.7

11.7

17.3

17.9

20.8

15.8

14.2

18.9

27.2

30.2

26.8

27.1

67.5

69.7

71.6

74.8

79.0

86.6

87.5

23.8

24.8

24.5

19.7

17.6

14.3

8.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

a:5,000万円未満(n=1383)

b:5,000万円以上1億円未満(n=1511)

c:1億円以上5億円未満(n=4451)

d:5億円以上10億円未満(n=1159)

e:10億円以上50億円未満(n=1088)

f:50億円以上100億円未満(n=112)

g:100億円以上(n=48)

Q7-1-1 不足している職種

企画職 事務職 営業職 現場職 その他

6.5

6.7

6.5

5.6

8.1

4.6

9.9

11.4

8.2

7.6

21.5

12.5

20.1

22.6

16.1

16.2

62.2

22.8

72.2

89.1

56.4

81.2

53.5

73.9

22.9

8.8

38.1

16.6

12.2

10.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=9753)

01_製造業(n=3968)

02_サービス業(n=4189)

03_建設業(n=501)

04_卸売業(n=172)

05_小売業(n=303)

Q7-1-1 不足している職種

企画職 事務職 営業職 現場職 その他

人員の過不足状況
 ７割超の受注側事業者が不足している職種は「現場職」と回答。

（受注者側回答） （受注者側回答）
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56.0

55.7

58.5

57.8

54.3

40.2

54.2

24.4

25.8

25.1

24.6

25.7

11.6

22.9

23.0

28.5

31.6

32.7

33.1

25.0

20.8

36.6

39.3

47.9

57.2

70.9

71.4

77.1

25.3

22.1

26.4

31.4

33.4

33.0

37.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

a:5,000万円未満(n=1362)

b:5,000万円以上1億円未満(n=1496)

c:1億円以上5億円未満(n=4432)

d:5億円以上10億円未満(n=1152)

e:10億円以上50億円未満(n=1083)

f:50億円以上100億円未満(n=112)

g:100億円以上(n=48)

Q7-1-2 人手不足による取引への影響

売上機会の逸失 納期遅れなどのﾄﾗﾌﾞﾙ

外注の増加などによる利益の圧迫 残業時間の増大

品質･ｻｰﾋﾞｽの低下

56.9

47.0

68.3

62.7

49.7

53.9

25.0

39.7

13.1

22.1

14.6

6.9

30.1

29.4

31.5

41.4

17.0

11.5

49.1

55.1

44.8

41.6

39.8

46.1

27.1

23.6

29.8

17.0

30.4

53.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

全体(n=9686)

01_製造業(n=3939)

02_サービス業(n=4164)

03_建設業(n=493)

04_卸売業(n=171)

05_小売業(n=304)

Q7-1-2 人手不足による取引への影響

売上機会の逸失 納期遅れなどのﾄﾗﾌﾞﾙ

外注の増加などによる利益の圧迫 残業時間の増大

品質･ｻｰﾋﾞｽの低下

人手不足が取引に与える影響
 ５割超の受注側事業者が、人手不足が取引に与える影響は「売上機会の逸失」と回答。

（受注者側回答） （受注者側回答）
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週休形態、３６協定の締結状況
 週休形態について「週休２日制」と回答した受注側事業者は約６割。

 ３６協定を「締結している」受注側事業者は約７割。
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9.5

6.5

9.8

16.9

10.2

31.6

6.2

5.3

7.0

7.4

7.2

8.3

20.5

23.6

17.4

26.8

19.2

10.8

52.3

50.8

56.8

38.1

55.3

35.3

11.5

13.8

9.0

10.7

8.1

14.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=18489)

01_製造業(n=8184)

02_サービス業(n=6820)

03_建設業(n=839)

04_卸売業(n=530)

05_小売業(n=743)

Q7-2 週休形態

週休1日制 週休1.5日制 隔週週休2日制 週休2日制 その他

64.7

65.9

70.3

56.1

44.9

42.3

35.3

34.1

29.7

43.9

55.1

57.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=17948)

01_製造業(n=7957)

02_サービス業(n=6714)

03_建設業(n=804)

04_卸売業(n=492)

05_小売業(n=676)

Q7-3 36協定の労使合意の締結有無

締結している 締結していない

（受注者側回答）

（受注者側回答）



残業時間の状況
 繁忙期における１ヶ月あたりの平均残業時間は約７割が「45時間以下」と回答。

 80時間を超える受注側事業者は４％。

 1ヶ月あたりの残業時間が100時間を超える従業員が「いる」と回答した受注側事業者は全体では、
4.9％。サービス業では約１割。
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69.8

74.4

64.2

67.7

76.2

65.1

20.2

18.4

24.3

22.9

11.3

12.9

2.8

1.6

4.8

2.3

0.6

1.4

1.2

1.0

1.5

1.5

0.6

1.7

6.0

4.5

5.3

5.7

11.3

18.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=18199)

01_製造業(n=8049)

02_サービス業(n=6787)

03_建設業(n=827)

04_卸売業(n=512)

05_小売業(n=697)

Q7-4 繁忙期における1ヶ月あたりの平均残業時間

45時間以下 45時間超80時間以下 80時間超100時間以下 100時間超 わからない

4.9

3.1

7.8

5.2

1.6

3.7

95.1

96.9

92.2

94.8

98.4

96.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=18172)

01_製造業(n=8066)

02_サービス業(n=6757)

03_建設業(n=814)

04_卸売業(n=512)

05_小売業(n=694)

Q7-5 1ヶ月あたりの残業時間が100時間を超える従業員有無

いる いない

（受注者側回答）

（受注者側回答）



67.9
59.7

57.7
55.1

48.1
47.0

44.9
44.1
43.9

42.9
41.0

39.6
39.1

35.1
34.1

32.7
32.1
32.0
31.7
31.5

27.0
25.2

19.6
17.2

7.2
3.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

アニメーション制作業(n=28)
広告産業(n=298)
小売業(n=676)
卸売業(n=492)

技術サービス産業(n=1309)
その他(n=1305)

工作機械産業(n=147)
放送・コンテンツ産業(n=170)

建設業(n=804)
印刷業(n=536)

電機・情報通信機器産業(n=415)
その他サービス業(n=1753)

繊維産業(n=512)
紙・紙加工品産業(n=245)
その他製造業(n=3209)

鉄鋼産業(n=336)
産業機械産業(n=669)
石油・化学産業(n=200)
食料品製造業(n=995)
素形材産業(n=178)

情報サービス産業(n=1139)
半導体・半導体製造装置産業(n=159)

自動車産業(n=327)
建設機械産業(n=29)

警備業(n=334)
トラック運送業・倉庫業(n=1683)

Q7-3 36協定の労使合意の締結有無（締結していない）

15.1
10.1

6.9
6.8

6.3
6.0

5.5
5.2
5.2
5.0

3.9
3.9
3.7
3.6

3.2
2.9
2.9

2.4
2.3

2.1
2.0
2.0

1.6
1.3

0.0
0.0

0.0 4.0 8.0 12.0 16.0

トラック運送業・倉庫業(n=1662)
放送・コンテンツ産業(n=169)
技術サービス産業(n=1324)

警備業(n=337)
自動車産業(n=331)

電機・情報通信機器産業(n=414)
情報サービス産業(n=1137)

建設業(n=814)
産業機械産業(n=679)

半導体・半導体製造装置産業(n=160)
その他サービス業(n=1798)

素形材産業(n=180)
小売業(n=694)

広告産業(n=303)
鉄鋼産業(n=341)

食料品製造業(n=1002)
印刷業(n=557)

その他製造業(n=3253)
その他(n=1329)

繊維産業(n=515)
紙・紙加工品産業(n=249)
石油・化学産業(n=202)

卸売業(n=512)
工作機械産業(n=155)
建設機械産業(n=28)

アニメーション制作業(n=27)

Q7-5 1ヶ月あたりの残業時間が100時間を超える従業員（有）

３６協定の締結と長時間労働
 ３６協定の締結割合は、アニメーション制作業が最も高く、トラック運送業・倉庫業が最も低い。

 一方、1ヶ月あたりの残業時間が100時間を超える従業員がいると回答した割合はトラック運送業が
最も高く、アニメーション制作業、建設機械産業が最も低いという結果となった。

（受注者側回答） （受注者側回答）
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89.0
88.7

87.4
86.0
85.7
84.9

83.1
81.9
81.6
81.3
81.3

79.4
78.5
78.4
77.7
77.2
76.9
76.4
75.7
74.6
74.0
73.2
73.1
72.4
72.4

65.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

警備業(n=337)
トラック運送業・倉庫業(n=1662)

石油・化学産業(n=206)
自動車産業(n=335)
建設機械産業(n=28)

情報サービス産業(n=1147)
素形材産業(n=183)

半導体・半導体製造装置産業(n=160)
電機・情報通信機器産業(n=419)

産業機械産業(n=679)
紙・紙加工品産業(n=256)
食料品製造業(n=1019)
その他製造業(n=3291)

放送・コンテンツ産業(n=171)
技術サービス産業(n=1352)

工作機械産業(n=158)
その他サービス業(n=1830)

鉄鋼産業(n=348)
印刷業(n=563)
建設業(n=831)
その他(n=1365)

繊維産業(n=534)
卸売業(n=525)

アニメーション制作業(n=29)
広告産業(n=308)
小売業(n=715)

Q7-6 新たな時間外労働の上限規制導入の認知状況（知っている）

23.5

21.9

28.2

24.8

10.6

17.2

22.1

29.1

17.1

24.4

8.1

7.0

18.0

17.5

20.7

24.5

6.8

5.2

24.3

23.3

27.8

23.3

19.7

21.7

12.9

10.6

16.1

11.2

9.7

16.4

45.5

47.4

40.6

42.2

61.4

52.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

全体(n=18325)

01_製造業(n=8128)

02_サービス業(n=6815)

03_建設業(n=824)

04_卸売業(n=518)

05_小売業(n=697)

Q7-7 時間外労働の上限規制による取引への影響

売上機会の逸失 納期遅れなどのﾄﾗﾌﾞﾙ

外注の増加などによる利益の圧迫 人員増に伴うｺｽﾄ増による利益の圧迫

品質･ｻｰﾋﾞｽの低下 特に影響なし

時間外労働の上限規制の認知状況と取引への影響
 新たな時間外労働の上限規制導入について、小売業を除き７割以上が認知。

 製造業では「納期遅れなどのトラブル」、サービス業においては「売上機会の逸失」、「人員増に伴うコス
ト増による利益の圧迫」が高い結果となった。

（受注者側回答） （受注者側回答）
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24.0

18.3

19.0

16.7

13.8

6.9

4.0

28.2

32.8

32.7

31.9

33.4

20.6

26.0

32.7

46.5

54.8

62.1

63.9

72.5

60.0

11.9

16.8

21.5

28.1

37.1

45.1

48.0

17.7

22.3

30.4

36.7

43.3

55.9

50.0

22.6

26.6

32.8

34.2

35.7

28.4

36.0

20.2

18.5

19.5

16.0

14.3

7.8

2.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

a:5,000万円未満(n=678)

b:5,000万円以上1億円未満(n=800)

c:1億円以上5億円未満(n=2774)

d:5億円以上10億円未満(n=810)

e:10億円以上50億円未満(n=883)

f:50億円以上100億円未満(n=102)

g:100億円以上(n=50)

7-8-1 時間外労働の上限規制への対応内容

受注量を減らす･営業時間を短縮する 外注量を増やす

採用人数を増やして対応する 設備投資やIT投資で効率化する

業務改善やﾏﾆｭｱﾙ整備等で効率化する 従業員が複数業務を兼務して対応する

同業他社と連携して対応する

18.1

13.6

23.7

17.7

8.8

16.0

31.9

30.2

34.6

40.4

16.8

11.2

53.9

55.2

54.1

45.8

51.1

52.9

23.6

32.5

17.4

15.2

18.2

13.6

31.2

34.4

29.3

25.3

31.4

32.0

31.4

37.9

25.5

26.4

36.5

34.5

17.9

13.5

24.2

18.4

13.1

4.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

全体(n=6097)

01_製造業(n=2560)

02_サービス業(n=2575)

03_建設業(n=277)

04_卸売業(n=137)

05_小売業(n=206)

Q7-8-1 時間外労働の上限規制への対応内容

受注量を減らす･営業時間を短縮する 外注量を増やす

採用人数を増やして対応する 設備投資やIT投資で効率化する

業務改善やﾏﾆｭｱﾙ整備等で効率化する 従業員が複数業務を兼務して対応する

同業他社と連携して対応する

24.0

18.3

19.0

16.7

13.8

6.9

4.0

28.2

32.8

32.7

31.9

33.4

20.6

26.0

32.7

46.5

54.8

62.1

63.9

72.5

60.0

11.9

16.8

21.5

28.1

37.1

45.1

48.0

17.7

22.3

30.4

36.7

43.3

55.9

50.0

22.6

26.6

32.8

34.2

35.7

28.4

36.0

20.2

18.5

19.5

16.0

14.3

7.8

2.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

a:5,000万円未満(n=678)

b:5,000万円以上1億円未満(n=800)

c:1億円以上5億円未満(n=2774)

d:5億円以上10億円未満(n=810)

e:10億円以上50億円未満(n=883)

f:50億円以上100億円未満(n=102)

g:100億円以上(n=50)

7-8-1 時間外労働の上限規制への対応内容

受注量を減らす･営業時間を短縮する 外注量を増やす

採用人数を増やして対応する 設備投資やIT投資で効率化する

業務改善やﾏﾆｭｱﾙ整備等で効率化する 従業員が複数業務を兼務して対応する

同業他社と連携して対応する

18.1

13.6

23.7

17.7

8.8

16.0

31.9

30.2

34.6

40.4

16.8

11.2

53.9

55.2

54.1

45.8

51.1

52.9

23.6

32.5

17.4

15.2

18.2

13.6

31.2

34.4

29.3

25.3

31.4

32.0

31.4

37.9

25.5

26.4

36.5

34.5

17.9

13.5

24.2

18.4

13.1

4.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

全体(n=6097)

01_製造業(n=2560)

02_サービス業(n=2575)

03_建設業(n=277)

04_卸売業(n=137)

05_小売業(n=206)

Q7-8-1 時間外労働の上限規制への対応内容

受注量を減らす･営業時間を短縮する 外注量を増やす

採用人数を増やして対応する 設備投資やIT投資で効率化する

業務改善やﾏﾆｭｱﾙ整備等で効率化する 従業員が複数業務を兼務して対応する

同業他社と連携して対応する

時間外労働の上限規制への対応
 ５割超の受注側事業者が、「採用人数を増やして対応する」と回答。「外注量を増やす」、「従業員が

複数業務を兼務して対応する」、「業務改善やマニュアル整備等で効率化する」が３割強。

 製造業は「設備投資やIT投資で効率化する」が他業種と比べて高く、サービス業は「受注量を減らす
、営業時間を短縮する」が他業種と比べて高い。

（受注者側回答） （受注者側回答）
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69.3

70.5

79.4

83.4

85.8

33.3

36.0

39.7

43.9

37.5

46.7

48.7

44.6

33.2

40.0

17.6

24.7

27.9

31.6

35.8

44.4

40.3

36.9

31.0

31.7

3.4

3.6

5.4

8.0

15.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

a:5,000万円未満(n=261)

b:5,000万円以上1億円未満(n=308)

c:1億円以上5億円未満(n=832)

d:5億円以上10億円未満(n=187)

e:10億円以上50億円未満(n=120)

Q7-8-2 時間外労働の上限規制への対応が困難な理由

人手不足である上に採用も困難

取引先からの短納期発注や急な対応の発生が多い

仕事の繁閑の差が大きい

商慣習･業界の構造的な問題

利益が確保できない

社内風土や文化の改善が困難

77.2

73.8

79.4

81.7

84.6

78.8

38.4

52.4

28.6

37.6

34.6

7.7

44.1

46.5

42.8

48.4

42.3

28.8

26.8

17.1

36.5

23.7

38.5

25.0

37.5

35.0

39.8

26.9

50.0

44.2

5.8

6.0

4.7

5.4

19.2

1.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

全体(n=1718)

01_製造業(n=695)

02_サービス業(n=747)

03_建設業(n=93)

04_卸売業(n=26)

05_小売業(n=52)

Q7-8-2 時間外労働の上限規制への対応が困難な理由

人手不足である上に採用も困難

取引先からの短納期発注や急な対応の発生が多い

仕事の繁閑の差が大きい

商慣習･業界の構造的な問題

利益が確保できない

社内風土や文化の改善が困難

時間外労働の上限規制への対応が困難な理由
 ７割超の受注側事業者が、「人手不足である上に採用も困難」と回答。

 「短納期発注や急な対応の発注が多い」は製造業、「仕事の繁閑の差が大きい」は建設業、「利益が
確保できない」は卸売業において最も高い結果となった。

（受注者側回答） （受注者側回答）
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82.8
75.4

74.0
72.2
71.8

69.8
66.4
66.0

64.1
63.4
63.0

61.8
61.3
61.2
61.0
60.6
60.4
59.6
59.5

58.2
54.3
53.8
53.7
53.1

49.8
42.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

建設機械産業(n=29)
警備業(n=334)

自動車産業(n=335)
素形材産業(n=180)

半導体・半導体製造装置産業(n=163)
石油・化学産業(n=202)

トラック運送業・倉庫業(n=1660)
産業機械産業(n=668)

鉄鋼産業(n=343)
食料品製造業(n=1009)

紙・紙加工品産業(n=257)
電機・情報通信機器産業(n=416)

その他サービス業(n=1835)
その他(n=1357)
建設業(n=834)

その他製造業(n=3280)
技術サービス産業(n=1344)

工作機械産業(n=156)
繊維産業(n=538)

情報サービス産業(n=1148)
放送・コンテンツ産業(n=173)

印刷業(n=567)
卸売業(n=525)
小売業(n=708)

広告産業(n=309)
アニメーション制作業(n=28)

Q7-9 新たな外国人材の受入れに関する制度の認知状況

50.0
32.5

26.4
22.2
21.8

21.1
20.7

16.4
16.2
16.0
15.4
15.3
14.9
14.5
14.4
14.4
14.2
14.0
13.7

12.4
12.1
11.5

8.2
7.9

7.2
6.8

0.0 20.0 40.0 60.0

アニメーション制作業(n=28)
自動車産業(n=329)
素形材産業(n=178)

食料品製造業(n=1002)
鉄鋼産業(n=344)

産業機械産業(n=673)
建設機械産業(n=29)

半導体・半導体製造装置産業(n=159)
繊維産業(n=531)
警備業(n=331)

その他製造業(n=3251)
その他サービス業(n=1819)

建設業(n=826)
工作機械産業(n=152)

電機・情報通信機器産業(n=416)
小売業(n=689)

石油・化学産業(n=204)
情報サービス産業(n=1137)
紙・紙加工品産業(n=256)

トラック運送業・倉庫業(n=1663)
その他(n=1344)
卸売業(n=523)

放送・コンテンツ産業(n=170)
印刷業(n=559)

技術サービス産業(n=1342)
広告産業(n=308)

Q7-10 新たな制度による外国人材の受入意向（受け入れたい）

外国人材の受入れ
 新たな外国人材の受入れに関する制度の認知度は建設機械、警備、自動車などが高く、アニメーショ

ン制作、広告、小売などが低い。

 認知度が最も低いアニメーションが最も受け入れたい割合が高い。また、自動車、素形材も受け入れた
い割合が高い。
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（受注者側回答） （受注者側回答）



69.3

75.9

83.3

82.7

84.0

86.0

95.8

35.4

27.3

28.3

24.5

23.9

11.6

12.5

14.6

13.5

17.8

24.0

19.5

16.3

12.5

22.9

14.7

14.8

17.1

18.0

20.9

25.0

7.8

7.8

7.9

9.4

8.1

2.3

12.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0

a:5,000万円未満(n=192)

b:5,000万円以上1億円未満(n=319)

c:1億円以上5億円未満(n=1260)

d:5億円以上10億円未満(n=404)

e:10億円以上50億円未満(n=406)

f:50億円以上100億円未満(n=43)

g:100億円以上(n=24)

Q7-10-1 外国人材を受け入れようと考える目的･理由

人材不足のため

一定の専門性･技能水準を保有した人材を獲得するため

外国人技能実習生や若手人材などを育成･指導できる人材を獲得するため

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化に対応する人材を獲得するため

社内におけるﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨを促進するため

81.5

84.6

77.1

86.7

74.6

84.4

27.0

25.4

31.5

32.5

16.9

14.6

18.2

21.3

13.3

27.5

8.5

10.4

16.5

14.5

19.6

10.0

22.0

24.0

8.1

6.9

11.3

4.2

3.4

9.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

全体(n=2649)

01_製造業(n=1383)

02_サービス業(n=833)

03_建設業(n=120)

04_卸売業(n=59)

05_小売業(n=96)

Q7-10-1 外国人材を受け入れようと考える目的･理由

人材不足のため

一定の専門性･技能水準を保有した人材を獲得するため

外国人技能実習生や若手人材などを育成･指導できる人材を獲得するため

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化に対応する人材を獲得するため

社内におけるﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨを促進するため

外国人材の受入れ
 ８割超の受注側事業者が、外国人材を受け入れようと考える目的として「人材不足のため」と回答。

 サービス業では、「ダイバーシティを促進するため」、建設業では「外国人技能実習生や若手人材などを
育成・指導できる人材を獲得するため」、小売業では「グローバル化に対応する人材を獲得するため」
が他の業種と比べ高い。
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74

44.7

55.3

Q8-1 短納期発注や急な対応による残業せざるを

得ない状況の発生有無(n=18269)

発生した 発生していない

87.4

7.2

5.7

2.5

1.6

1.4

1.1

0.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

特に影響は出ていない

急な対応の依頼が増加した

短納期での発注が増加した

受注業務が拡大した･営業時間の延長

その他

検収の遅れが発生した

従業員派遣を要請された

支払決済処理のｽﾞﾚにより入金が遅れた

Q8-2 発注側事業者の働き方改革による影響(n=17776)

53.9
23.2

15.8
13.1

6.0
3.6

2.8
1.5
1.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

特に懸念はない

まだわからない

急な対応の依頼が増加

短納期での発注の増加

受注業務の拡大･営業時間の延長

検収の遅れ

従業員派遣の要請

支払決済処理のｽﾞﾚによる入金の遅れ

その他

Q8-3 今後､発注側事業者の働き方改革により

何らかの影響が及ぶ懸念(n=17825)

働き方改革の影響
 ４割強の受注側事業者が、直近１年間で発注側事業者から短納期発注や急な対応を求められて

残業せざるを得ない状況が「発生した」と回答。

 一方、９割近い受注側事業者が、発注側事業者の働き方改革によって、「特に影響は出ていない」と
回答。今後の懸念についても、５割超の受注側事業者が「特に懸念はない」と回答。

（受注者側回答）

（受注者側回答）

（受注者側回答）
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67.7
64.4
64.3
64.0

60.3
57.9
56.7
56.0

53.2
52.5
52.0
50.7
48.4
48.4
48.2
47.1
45.6
44.1
44.0

40.1
39.4

35.5
31.7
29.8

24.3
16.2

32.3
35.6
35.7
36.0

39.7
42.1
43.3
44.0

46.8
47.5
48.0
49.3
51.6
51.6
51.8
52.9
54.4
55.9
56.0

59.9
60.6

64.5
68.3
70.2

75.7
83.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

半導体・半導体製造装置産業(n=164)
産業機械産業(n=683)

アニメーション制作業(n=28)
自動車産業(n=333)
鉄鋼産業(n=355)

印刷業(n=563)
素形材産業(n=178)

電機・情報通信機器産業(n=414)
工作機械産業(n=156)

紙・紙加工品産業(n=255)
技術サービス産業(n=1329)

その他製造業(n=3283)
情報サービス産業(n=1140)

建設機械産業(n=31)
建設業(n=827)

石油・化学産業(n=206)
トラック運送業・倉庫業(n=1641)

広告産業(n=311)
放送・コンテンツ産業(n=168)

警備業(n=332)
繊維産業(n=540)
その他(n=1340)

食料品製造業(n=1023)
その他サービス業(n=1770)

卸売業(n=527)
小売業(n=672)

Q8-1 短納期発注や急な対応による残業せざるを得ない

状況の発生有無

発生した 発生していない

38.5
42.3

46.9
45.9
45.9

43.7
39.2
39.9

61.5
57.7

53.1
54.1
54.1

56.3
60.8
60.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

01_北海道(n=837)
02_東北(n=1578)
03_関東(n=5451)
04_中部(n=3972)
05_近畿(n=3062)
06_中国(n=1214)

07_四国(n=584)
08_九州・沖縄(n=1570)

Q8-1 短納期発注や急な対応による残業せざるを

得ない状況の発生有無(n=18269)

発生した 発生していない

31.8

40.4

48.7

54.5

57.6

46.8

50.0

68.2

59.6

51.3

45.5

42.4

53.2

50.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

a:5,000万円未満(n=4212)

b:5,000万円以上1億円未満(n=3129)

c:1億円以上5億円未満(n=7405)

d:5億円以上10億円未満(n=1733)

e:10億円以上50億円未満(n=1569)

f:50億円以上100億円未満(n=156)

g:100億円以上(n=64)

Q8-1 短納期発注や急な対応による残業せざるを

得ない状況の発生有無(n=18269)

発生した 発生していない

働き方改革の影響（短納期発注等への対応による残業の発生）
 直近１年間で発注側事業者から短納期発注や急な対応を求められて残業せざるを得ない状況が「

発生した」と回答事業者について、地域による状況の差はみられない。

 産業別で見た場合、半導体・半導体製造装置産業、産業機械産業、アニメーション制作業、自動
車産業、鉄鋼産業では６割超。

（受注者側回答）

（受注者側回答）

（受注者側回答）



76※各選択肢毎に上位３業種を網掛

業種 n

急な対応の
依頼が増加
した

短納期での
発注が増加
した

検収の遅れ
が発生した

支払決済処
理のｽﾞﾚによ
り入金が遅
れた

従業員派遣
を要請された

受注業務が
拡大した･営
業時間の延
長

建設業 801 17.6 15.4 5.5 2.1 3.2 5.4
食料品製造業 987 12.5 9.9 1.7 0.7 1.7 5.7
繊維産業 522 13.2 12.8 5.2 1.7 0.2 3.1
紙・紙加工品産業 249 23.7 22.9 2.8 2.0 1.6 6.4
印刷業 547 20.7 21.2 2.0 1.1 0.7 4.0
石油・化学産業 204 15.2 13.2 3.9 1.5 2.0 3.9
鉄鋼産業 344 19.2 18.0 3.2 0.9 0.6 7.0
素形材産業 177 29.9 26.0 5.1 1.7 1.7 6.8
建設機械産業 31 19.4 25.8 3.2 0.0 0.0 3.2
産業機械産業 673 22.9 23.5 4.8 2.1 2.2 6.4
工作機械産業 152 17.1 17.8 3.3 2.0 0.7 3.9
半導体・半導体製造装置産業 161 16.8 16.8 3.7 0.6 2.5 5.6
電機・情報通信機器産業 405 19.0 21.5 4.2 2.5 3.7 5.4
自動車産業 331 23.9 20.5 4.8 2.4 2.7 7.6
その他製造業 3231 17.4 17.4 2.8 1.5 1.6 4.5
放送・コンテンツ産業 164 15.2 14.6 3.0 1.2 5.5 9.8
アニメーション制作業 28 42.9 32.1 25.0 7.1 0.0 25.0
情報サービス産業 1129 14.0 10.4 7.6 1.9 6.5 4.8
トラック運送業・倉庫業 1624 19.5 9.5 4.6 0.7 3.6 13.9
広告産業 303 12.9 10.2 2.0 1.0 3.3 4.0
技術サービス産業 1307 17.1 12.6 5.3 3.1 5.1 7.4
警備業 332 13.6 5.1 0.6 0.6 7.2 10.2
その他サービス業 1696 10.9 6.3 2.7 0.9 3.2 5.5
卸売業 511 8.4 5.5 1.4 0.8 1.0 3.9
小売業 621 6.9 4.8 1.4 0.8 1.3 1.9

働き方改革の影響（今後の懸念）
 発注側事業者の働き方改革への対応による今後の懸念について、アニメーション制作業においては発

注側の働き方改革による影響を懸念する割合が高い。特に急な対応の依頼が増加を懸念すると回
答した受注側事業者は４割超。

（受注者側回答）
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22.7

77.3

Q8-2-1 発注側事業者の働き方改革に伴い発生した負担につい

て(n=1927)

発注側事業者が負担している 発注側事業者は負担していない

0.0
3.1
6.7
8.9
11.1
12.2
12.5
12.5
13.8
16.3
16.7
19.2
20.7
21.1
22.2
22.8
25.0
25.3
25.8
26.3
26.7

33.3
35.1
35.2

47.6
48.5

100.0
96.9
93.3
91.1
88.9
87.8
87.5
87.5
86.2
83.7
83.3
80.8
79.3
78.9
77.8
77.2
75.0
74.7
74.2
73.7
73.3

66.7
64.9
64.8

52.4
51.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

建設機械産業(n=5)
紙・紙加工品産業(n=32)

印刷業(n=60)
食料品製造業(n=79)

卸売業(n=36)
鉄鋼産業(n=49)
繊維産業(n=48)

アニメーション制作業(n=8)
広告産業(n=29)

その他製造業(n=349)
小売業(n=30)

産業機械産業(n=104)
素形材産業(n=29)

建設業(n=95)
石油・化学産業(n=18)

電機・情報通信機器産業(n=57)
工作機械産業(n=24)

技術サービス産業(n=154)
その他(n=97)

その他サービス業(n=137)
自動車産業(n=45)

放送・コンテンツ産業(n=21)
トラック運送業・倉庫業(n=259)

情報サービス産業(n=108)
半導体・半導体製造装置産業(n=21)

警備業(n=33)

Q8-2-1 発注側事業者の働き方改革に伴い発生した負担

発注側事業者が負担している 発注側事業者は負担していない

20.0

24.1

22.3

25.4

23.8

15.8

12.5

80.0

75.9

77.7

74.6

76.2

84.2

87.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

a:5,000万円未満(n=245)

b:5,000万円以上1億円未満(n=291)

c:1億円以上5億円未満(n=914)

d:5億円以上10億円未満(n=248)

e:10億円以上50億円未満(n=202)

f:50億円以上100億円未満(n=19)

g:100億円以上(n=8)

Q8-2-1 発注側事業者の働き方改革に伴い発生した負担

について

発注側事業者が負担している 発注側事業者は負担していない

働き方改革の影響（発注側事業者の費用負担）
 発注者側事業者の働き方改革により「急な対応の依頼が増加した」等の影響が出ていると回答した

受注側事業者のうち、影響に伴い発生した負担を「発注側事業者は負担していない」と回答した受注
側事業者は７割超。

 産業別で見た場合、建設機械産業、紙・紙加工品産業、印刷業、食料品製造業においては、９割
超が「発注側事業者は負担していない」と回答。

（受注者側回答）

（受注者側回答）

（受注者側回答）
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40.6

59.4

Q8-4 長時間労働に繋がる業界特有の課題有無
(n=17998)

ある ない

89.3
75.8

59.2
57.3

53.0
48.3

41.9
41.1
40.0
38.4
37.8
36.0
34.5
33.7
33.1
32.8
32.3
30.6
30.5
30.4
30.0
28.7
28.6
27.5
27.3
26.7

10.7
24.2

40.8
42.7

47.0
51.7

58.1
58.9
60.0
61.6
62.2
64.0
65.5
66.3
66.9
67.2
67.7
69.4
69.5
69.6
70.0
71.3
71.4
72.5
72.7
73.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

アニメーション制作業(n=28)
トラック運送業・倉庫業(n=1644)

放送・コンテンツ産業(n=169)
情報サービス産業(n=1135)
技術サービス産業(n=1327)

警備業(n=331)
建設業(n=812)

広告産業(n=302)
印刷業(n=548)

その他サービス業(n=1757)
自動車産業(n=331)

食料品製造業(n=996)
産業機械産業(n=670)

紙・紙加工品産業(n=255)
素形材産業(n=172)

電機・情報通信機器産業(n=409)
建設機械産業(n=31)

鉄鋼産業(n=343)
その他(n=1307)
小売業(n=651)

半導体・半導体製造装置産業…
その他製造業(n=3231)
石油・化学産業(n=203)
工作機械産業(n=149)

繊維産業(n=521)
卸売業(n=516)

Q8-4 長時間労働に繋がる業界特有の課題有無

ある ない

25.7

33.2

45.3

52.7

56.7

52.5

47.7

74.3

66.8

54.7

47.3

43.3

47.5

52.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

a:5,000万円未満(n=4089)

b:5,000万円以上1億円未満(n=3070)

c:1億円以上5億円未満(n=7331)

d:5億円以上10億円未満(n=1716)

e:10億円以上50億円未満(n=1568)

f:50億円以上100億円未満(n=158)

g:100億円以上(n=65)

Q8-4 長時間労働に繋がる業界特有の課題有無

ある ない

長時間労働に繋がる業界特有の課題の有無
 ４割強の受注側事業者が長時間労働に繋がる業界特有の課題が「ある」と回答。

 産業別で見た場合、アニメーション制作業、トラック運送業・倉庫業、放送・コンテンツ産業、情報サー
ビス産業、技術サービス産業では５割超。

（受注者側回答）

（受注者側回答）

（受注者側回答）



61.3

66.8

71.2

74.5

71.6

75.9

71.0

36.5

32.7

32.9

33.0

33.7

36.1

38.7

6.5

7.4

11.9

12.8

14.5

14.5

16.1

6.9

8.2

12.0

18.5

19.1

20.5

19.4

7.0

11.1

21.7

24.7

23.9

24.1

32.3

35.1

35.9

38.9

37.6

36.1

24.1

25.8

16.5

15.2

16.5

12.6

13.9

8.4

9.7

5.5

7.6

10.1

11.3

9.2

3.6

0.0

5.9

5.2

4.4

3.8

4.7

4.8

6.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

a:5,000万円未満(n=1032)

b:5,000万円以上1億円未満(n=1011)

c:1億円以上5億円未満(n=3291)

d:5億円以上10億円未満(n=897)

e:10億円以上50億円未満(n=887)

f:50億円以上100億円未満(n=83)

g:100億円以上(n=31)

Q8-4-1 業界特有の具体的な課題内容

繁忙期対応 短納期 多頻度納入

24時間対応が求められる業務 待機時間 業界全体が長時間労働の体質

頻繁な仕様変更 勤務状態の管理が難しい その他

※業種比較で最も大きい割合を枠で囲んでいる

69.7

71.2

67.5

77.2

76.9

77.0

33.6

59.1

18.1

30.9

28.4

10.2

11.0

17.1

6.9

4.5

20.1

17.3

12.5

7.2

16.6

11.6

15.7

13.3

18.8

8.3

29.1

5.0

23.1

6.6

37.2

20.7

48.8

39.2

31.3

40.8

15.4

14.7

16.5

19.3

8.2

8.7

9.0

3.6

13.4

7.1

5.2

4.6

4.7

3.8

5.4

3.0

4.5

2.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

全体(n=7232)

01_製造業(n=2520)

02_サービス業(n=3653)

03_建設業(n=337)

04_卸売業(n=134)

05_小売業(n=196)

Q8-4-1 業界特有の具体的な課題内容

繁忙期対応 短納期 多頻度納入

24時間対応が求められる業務 待機時間 業界全体が長時間労働の体質

頻繁な仕様変更 勤務状態の管理が難しい その他

長時間労働に繋がる業界特有の課題
 業界特有の課題として、約７割の受注側事業者が「繁忙期対応」と回答。何れの産業においても高い割合。

 産業別で見た場合、製造業では短納期、サービス業では24時間対応、待機時間、長時間労働、勤務状態
の管理、建設業では頻繁な仕様変更、卸売業では多頻度納入といった項目において他の業種よりも高い割
合。

（受注者側回答） （受注者側回答）
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80

32.6

26.6

15.9

15.5

14.5

14.0

11.7

9.4

7.8

5.4

4.8

4.7

2.5

2.0

0.2

20.6

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

人手が足りない

受注量の波が激しく､生産の平準化ができない

自社の経営が納入数量に応じ出来高制のため､受注量が減少すると経営が悪化する

発注側事業者の発注が短納期である

取引価格が低すぎて労働時間の短縮によるｺｽﾄｱｯﾌﾟに対応できない

同業他社との競争が激しく､労働時間の短縮により仕事の機会が失われる

発注側事業者の休日が異なる

労働時間短縮のための合理化投資を行いたいが､資金面で困難

発注側事業者の業務効率化

生産･経営面の合理化のﾉｳﾊｳがない

発注側事業者の発注変更が頻繁である

発注側事業者からの原材料､半製品､部品､資材等の支給が遅れる

発注側事業者への納入頻度が多すぎる

その他

海外からの短納期発注

障害はない

Q8-6 働き方改革を進めていく上での障害(n=14437)

働き方改革を進める上での障害
 働き方を進めていく上での障害として、人手が足りない、受注量の波が激しく生産の平準化ができない

といった回答が多い。

 また、障害はないと回答する企業も２割強存在する。
（受注者側回答）
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17.2

26.6

37.6

44.0

47.9

52.6

50.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

a:5,000万円未満(n=3370)

b:5,000万円以上1億円未満(n=2484)

c:1億円以上5億円未満(n=5766)

d:5億円以上10億円未満(n=1377)

e:10億円以上50億円未満(n=1251)

f:50億円以上100億円未満(n=133)

g:100億円以上(n=55)

Q8-6 人手が足りない

36.0

30.8

31.9

32.9

31.9

33.1

36.9

33.9

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

01_北海道(n=687)

02_東北(n=1274)

03_関東(n=4328)

04_中部(n=3108)

05_近畿(n=2370)

06_中国(n=952)

07_四国(n=482)

08_九州・沖縄(n=1235)

Q8-6 人手が足りない

75.5
53.9

39.6
39.1
39.0

37.5
37.3
37.0

35.5
32.9

29.9
28.7

27.4
26.5
26.4
26.2
26.2
26.1

24.3
22.1
21.5

20.1
19.9
19.6

17.5
10.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

警備業(n=278)
トラック運送業・倉庫業(n=1243)

情報サービス産業(n=969)
建設機械産業(n=23)

建設業(n=662)
自動車産業(n=253)

その他サービス業(n=1447)
技術サービス産業(n=1113)

放送・コンテンツ産業(n=138)
産業機械産業(n=565)

鉄鋼産業(n=274)
半導体・半導体製造装置産業…

食料品製造業(n=785)
その他(n=1073)
小売業(n=500)

その他製造業(n=2560)
石油・化学産業(n=172)

アニメーション制作業(n=23)
繊維産業(n=416)

工作機械産業(n=122)
素形材産業(n=121)
広告産業(n=249)

電機・情報通信機器産業(n=306)
卸売業(n=414)

紙・紙加工品産業(n=183)
印刷業(n=419)

Q8-6 人手が足りない

働き方改革を進める上での障害（人手が足りない）
 企業規模が大きいほど人手が足りない割合が大きくなる。

 産業別で見た場合、警備業が７５．５％、トラック運送業・倉庫業が５３．９％と高い傾向にある。
（受注者側回答） （受注者側回答）

（受注者側回答）



22.3

26.1

27.6

30.1

30.5

25.6

27.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

a:5,000万円未満(n=3370)

b:5,000万円以上1億円未満(n=2484)

c:1億円以上5億円未満(n=5766)

d:5億円以上10億円未満(n=1377)

e:10億円以上50億円未満(n=1251)

f:50億円以上100億円未満(n=133)

g:100億円以上(n=55)

Q8-6 受注量の波が激しく､生産の平準化ができない

23.1

26.4

26.2

28.4

28.5

24.8

21.8

25.1

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

01_北海道(n=687)

02_東北(n=1274)

03_関東(n=4328)

04_中部(n=3108)

05_近畿(n=2370)

06_中国(n=952)

07_四国(n=482)

08_九州・沖縄(n=1235)

Q8-6 受注量の波が激しく､生産の平準化ができない

52.2
47.8

46.5
39.9
39.1

36.1
35.8

34.7
34.3

32.8
31.1
31.0

28.7
28.5
27.9

26.3
24.6

23.7
22.8

21.7
20.9
20.5

16.7
16.7

13.8
6.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

アニメーション制作業(n=23)
建設機械産業(n=23)

半導体・半導体製造装置産業…
電機・情報通信機器産業(n=306)

産業機械産業(n=565)
紙・紙加工品産業(n=183)

繊維産業(n=416)
素形材産業(n=121)

その他製造業(n=2560)
自動車産業(n=253)

技術サービス産業(n=1113)
印刷業(n=419)

工作機械産業(n=122)
建設業(n=662)

石油・化学産業(n=172)
鉄鋼産業(n=274)

食料品製造業(n=785)
警備業(n=278)

トラック運送業・倉庫業(n=1243)
広告産業(n=249)
その他(n=1073)

情報サービス産業(n=969)
放送・コンテンツ産業(n=138)
その他サービス業(n=1447)

卸売業(n=414)
小売業(n=500)

Q8-6 受注量の波が激しく､生産の平準化ができない

働き方改革を進める上での障害（受注量の波が激しく生産の平準化ができない）
 売上高50億円未満の企業では企業規模が大きいほど生産の平準化ができない割合が大きくなる。

 産業別で見た場合、アニメーション制作、建設機械、半導体が４割を超えており、他の業種と比べて高い傾向にある。
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（受注者側回答）

（受注者側回答）

（受注者側回答）
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32.8

23.4

15.8

13.9

12.5

12.8

14.5

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

a:5,000万円未満(n=3370)

b:5,000万円以上1億円未満(n=2484)

c:1億円以上5億円未満(n=5766)

d:5億円以上10億円未満(n=1377)

e:10億円以上50億円未満(n=1251)

f:50億円以上100億円未満(n=133)

g:100億円以上(n=55)

Q8-6 障害はない

22.1

20.6

22.0

17.9

20.0

20.6

22.2

21.5

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

01_北海道(n=687)

02_東北(n=1274)

03_関東(n=4328)

04_中部(n=3108)

05_近畿(n=2370)

06_中国(n=952)

07_四国(n=482)

08_九州・沖縄(n=1235)

Q8-6 障害はない

30.6
30.4
30.1

29.6
27.5

26.3
25.3

23.8
20.9

19.8
19.8
19.8
19.7

18.2
18.0
17.9
17.9
17.5
17.4

15.6
15.5

12.0
11.9

9.0
8.6

4.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

小売業(n=500)
卸売業(n=414)

広告産業(n=249)
その他(n=1073)

放送・コンテンツ産業(n=138)
その他サービス業(n=1447)
情報サービス産業(n=969)

石油・化学産業(n=172)
電機・情報通信機器産業(n=306)

素形材産業(n=121)
技術サービス産業(n=1113)

その他製造業(n=2560)
工作機械産業(n=122)
食料品製造業(n=785)

繊維産業(n=416)
印刷業(n=419)

鉄鋼産業(n=274)
建設業(n=662)

建設機械産業(n=23)
産業機械産業(n=565)

半導体・半導体製造装置産業…
紙・紙加工品産業(n=183)

自動車産業(n=253)
警備業(n=278)

トラック運送業・倉庫業(n=1243)
アニメーション制作業(n=23)

Q8-6 障害はない

働き方改革を進める上での障害（障害はない）
 売上高50億円未満においては企業規模が小さいほど障害はないと考える企業の割合が大きくなる。

 産業別で見た場合、小売、卸、広告といった産業が３割を超えており、障害はないと考える企業の割
合が大きい傾向にある。

（受注者側回答）

（受注者側回答）

（受注者側回答）
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33.2

66.8

Q9-1 生産性の向上に向けた発注側事業者と

連携した取組有無(n=17685)

取組んでいる 取組んでいない

生産性の向上に向けた発注側事業者と連携した取組
 生産性の向上に向けて発注側事業者と連携した取組みを行っている受注側企業は３割超。

（受注者側回答）



85

50.0
49.8
48.8
48.4

40.4
39.4

36.2
34.3
34.1
33.8
33.5
33.5
32.5
32.3
31.4
30.3
30.2
30.1
28.6
27.9
27.5
27.4
26.0
25.5
24.5

20.1

50.0
50.2
51.2
51.6

59.6
60.6

63.8
65.7
65.9
66.2
66.5
66.5
67.5
67.7
68.6
69.7
69.8
69.9
71.4
72.1
72.5
72.6
74.0
74.5
75.5

79.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

建設機械産業(n=30)
自動車産業(n=329)

半導体・半導体製造装置産業(n=162)
トラック運送業・倉庫業(n=1619)
電機・情報通信機器産業(n=406)

石油・化学産業(n=203)
鉄鋼産業(n=345)

紙・紙加工品産業(n=251)
警備業(n=317)

情報サービス産業(n=1125)
その他製造業(n=3208)
産業機械産業(n=672)
工作機械産業(n=151)

建設業(n=802)
繊維産業(n=519)
その他(n=1271)

食料品製造業(n=988)
その他サービス業(n=1676)
アニメーション制作業(n=28)
技術サービス産業(n=1289)

放送・コンテンツ産業(n=167)
素形材産業(n=179)

印刷業(n=546)
広告産業(n=298)
卸売業(n=497)
小売業(n=607)

Q9-1 生産性の向上に向けた発注側事業者と連携した取組有無

取組んでいる 取組んでいない

24.7

29.8

34.4

40.0

46.1

49.3

55.7

75.3

70.2

65.6

60.0

53.9

50.7

44.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

a:5,000万円未満(n=4009)

b:5,000万円以上1億円未満(n=3012)

c:1億円以上5億円未満(n=7213)

d:5億円以上10億円未満(n=1692)

e:10億円以上50億円未満(n=1545)

f:50億円以上100億円未満(n=152)

g:100億円以上(n=61)

Q9-1 生産性の向上に向けた発注側事業者と

連携した取組有無

取組んでいる 取組んでいない

生産性の向上に向けた発注側事業者と連携した取組
 売上高規模が大きいほど発注者側と連携した取組みを行っている企業の割合が大きくなる。

 産業別で見た場合、建設機械、自動車、半導体、トラック運送・倉庫、電機・情報通信が４割を超えている。

（受注者側回答）
（受注者側回答）
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※各選択肢毎に上位３業種を網掛

78.3

85.8

71.3

66.8

85.8

61.0

16.2

15.2

16.9

23.3

13.3

19.0

12.7

7.7

18.1

17.4

6.2

11.4

6.5

5.8

7.0

10.3

3.5

11.4

6.4

5.6

7.6

7.1

5.3

8.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=5681)

01_製造業(n=2657)

02_サービス業(n=2180)

03_建設業(n=253)

04_卸売業(n=113)

05_小売業(n=105)

Q9-1-1 生産性向上のために行っている取組

取引先との面談､事業所･工場への訪問など､協同で行う改善･改良の取組や技術指導

生産性向上に関する研究会の開催

取引先と連携した人材の派遣

取引先からの事業承継支援

その他

業種 ｎ

取引先との面
談､事業所･工
場への訪問な
ど､協同で行う
改善･改良の
取組や技術指
導

生産性向上に
関する研究会
の開催

取引先と連携
した人材の派
遣

取引先からの
事業承継支援

その他

建設業 253 66.8 23.3 17.4 10.3 7.1
食料品製造業 289 83.0 14.5 9.7 6.2 8.7
繊維産業 160 85.6 18.1 4.4 6.9 5.0
紙・紙加工品産業 84 88.1 14.3 3.6 4.8 3.6
印刷業 136 78.7 15.4 7.4 3.7 11.0
石油・化学産業 79 86.1 11.4 8.9 7.6 3.8
鉄鋼産業 120 80.8 15.0 6.7 8.3 6.7
素形材産業 49 87.8 14.3 4.1 4.1 4.1
建設機械産業 15 93.3 6.7 0.0 6.7 0.0
産業機械産業 220 90.9 13.2 7.7 5.9 4.5
工作機械産業 47 91.5 8.5 6.4 6.4 6.4
半導体・半導体製造装置産業 76 96.1 10.5 11.8 5.3 1.3
電機・情報通信機器産業 160 83.8 16.3 8.1 5.0 3.8
自動車産業 161 90.1 26.7 10.6 3.7 3.1
その他製造業 1061 85.4 14.6 7.5 5.8 5.7
放送・コンテンツ産業 44 61.4 11.4 34.1 9.1 4.5
アニメーション制作業 8 50.0 12.5 12.5 0.0 25.0
情報サービス産業 367 70.3 14.2 30.2 4.9 6.3
トラック運送業・倉庫業 752 79.8 15.6 10.0 6.9 6.1
広告産業 73 69.9 12.3 13.7 12.3 13.7
技術サービス産業 347 61.7 24.2 19.6 8.1 7.8
警備業 107 63.6 10.3 40.2 8.4 4.7
その他サービス業 482 68.9 18.5 14.7 6.6 10.4
卸売業 113 85.8 13.3 6.2 3.5 5.3
小売業 105 61.0 19.0 11.4 11.4 8.6

生産性の向上に向けた発注側事業者と連携した取組
 製造業、卸売業は「取引先と協同で行う改善・改良の取組や技術指導」で連携している割合が大きく

、サービス業は「取引先と連携した人材の派遣」という方法で連携している割合が大きい。

（受注者側回答）



5.0
7.5
10.6

16.3
23.0
26.0

30.5

9.3
12.8

20.6
28.8

33.2
37.7

47.5

0.7
1.0

1.3
1.0

0.8
0.0

1.7

62.9
59.6

51.1
38.9

31.2
20.5

15.3

22.1
19.1
16.4
15.0
11.8

15.8
5.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

a:5,000万円未満(n=3722)
b:5,000万円以上1億円未満(n=2822)

c:1億円以上5億円未満(n=6789)
d:5億円以上10億円未満(n=1630)

e:10億円以上50億円未満(n=1513)
f:50億円以上100億円未満(n=146)

g:100億円以上(n=59)

Q11-2 中小企業庁､公正取引委員会の下請法違反に関する
相談窓口の認知状況

下請ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ､自主行動計画ともに知っている 下請ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝのみ知っている

自主行動計画のみ知っている 下請ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ､自主行動計画ともに知らない

自社が所属する業界では策定されていない

10.7

9.0

14.4

11.6

7.0

3.0

18.9

20.0

21.0

16.4

10.6

4.1

1.0

0.7

1.5

1.3

0.5

1.6

51.8

55.5

46.5

55.0

49.3

52.7

17.5

14.9

16.7

15.7

32.7

38.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=16682)

01_製造業(n=7526)

02_サービス業(n=6240)

03_建設業(n=782)

04_卸売業(n=444)

05_小売業(n=507)

Q10-1 下請ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ､自主行動計画の認知状況

下請ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ､自主行動計画ともに知っている 下請ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝのみ知っている

自主行動計画のみ知っている 下請ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ､自主行動計画ともに知らない

自社が所属する業界では策定されていない

11.6
6.6
9.3
7.3
6.8
12.9
8.6
14.8
13.3
11.0
6.4
15.1

11.2
20.2

7.5
16.3

3.4
17.0
21.6

11.1
8.2

26.6
8.1
7.0

3.0

16.4
13.6

17.0
25.3

21.1
27.3

17.5
23.1
23.3

21.4
17.0

23.7
21.6

30.0
19.7

21.9
37.9

32.5
26.5

14.3
17.0

11.2
13.1

10.6
4.1

1.3
0.3

1.0
0.9

0.2
0.0

1.0
0.6

0.0
0.5

0.0
0.7

2.5
0.6

0.6
0.6

0.0
0.5
1.7

0.3
0.3

9.0
1.6

0.5
1.6

55.0
53.3

61.1
49.8

57.4
46.4

60.8
55.6

50.0
59.6

65.2
50.0
55.7

45.4
55.5

50.0
48.3

44.1
42.7

55.1
51.1

39.1
48.0

49.3
52.7

15.7
26.1

11.6
16.7
14.5
13.4
12.1

5.9
13.3

7.5
11.3
10.5
8.9
3.8

16.7
11.3
10.3

5.7
7.5

19.2
23.4

14.1
29.1

32.7
38.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

建設業(n=782)
食料品製造業(n=888)

繊維産業(n=493)
紙・紙加工品産業(n=233)

印刷業(n=512)
石油・化学産業(n=194)

鉄鋼産業(n=314)
素形材産業(n=169)
建設機械産業(n=30)

産業機械産業(n=639)
工作機械産業(n=141)

半導体・半導体製造装置産業(n=152)
電機・情報通信機器産業(n=393)

自動車産業(n=317)
その他製造業(n=3051)

放送・コンテンツ産業(n=160)
アニメーション制作業(n=29)
情報サービス産業(n=1097)

トラック運送業・倉庫業(n=1572)
広告産業(n=287)

技術サービス産業(n=1234)
警備業(n=312)

その他サービス業(n=1549)
卸売業(n=444)
小売業(n=507)

Q10-1 下請ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ､自主行動計画の認知状況

下請ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ､自主行動計画ともに知っている 下請ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝのみ知っている

自主行動計画のみ知っている 下請ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ､自主行動計画ともに知らない

自社が所属する業界では策定されていない

下請ガイドライン､自主行動計画の認知状況
 下請ガイドライン、自主行動計画ともに知らない割合は５割強。下請ガイドラインは自主行動計画より

も２割弱認知度が高い。
（受注者側回答）

（受注者側回答）

（受注者側回答）

87



66.7
61.9

57.2
55.9
55.7
55.3
54.8
52.8
52.8
51.3

47.3
46.8
46.3
43.8
43.6
41.7
40.4
39.9
38.5
38.0
37.8
35.9
35.5
35.4

24.3
24.1

33.3
38.1

42.8
44.1
44.3
44.7
45.2
47.2
47.2
48.7

52.7
53.2
53.7
56.2
56.4
58.3
59.6
60.1
61.5
62.0
62.2
64.1
64.5
64.6

75.7
75.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

建設機械産業(n=30)
半導体・半導体製造装置産業(n=155)

自動車産業(n=325)
紙・紙加工品産業(n=247)

電機・情報通信機器産業(n=411)
トラック運送業・倉庫業(n=1643)

産業機械産業(n=663)
素形材産業(n=178)

情報サービス産業(n=1116)
石油・化学産業(n=195)
その他製造業(n=3205)
工作機械産業(n=156)

警備業(n=328)
印刷業(n=552)

繊維産業(n=532)
放送・コンテンツ産業(n=163)
技術サービス産業(n=1297)

鉄鋼産業(n=346)
その他(n=1311)

広告産業(n=300)
その他サービス業(n=1726)

食料品製造業(n=966)
建設業(n=812)
卸売業(n=495)
小売業(n=649)

アニメーション制作業(n=29)

Q11-2 中小企業庁､公正取引委員会の下請法違反に関する
相談窓口の認知状況

知っている 知らない

下請法違反に関する相談窓口の認知度
 「中小企業庁､公正取引委員会の下請法違反に関する相談窓口」の認知度は４４．４％と半数

程度。小売業、アニメーション制作業では認知度が３割以下。

44.4

55.6

中小企業庁､公正取引委員会の下請法違反に関する

相談窓口の認知状況(n=17830)

知っている 知らない
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（受注者側回答）

（受注者側回答）



39.4
39.3

32.9
32.5
30.3
28.6
27.4
27.2
26.1
24.6
23.1
23.1
23.1
22.9
22.4
21.0
20.3
20.2
19.7
18.9
18.4
17.2
16.2
14.8
13.8

10.8

60.6
60.7

67.1
67.5
69.7
71.4
72.6
72.8
73.9
75.4
76.9
76.9
76.9
77.1
77.6
79.0
79.7
79.8
80.3
81.1
81.6
82.8
83.8
85.2
86.2

89.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

自動車産業(n=317)
建設機械産業(n=28)
素形材産業(n=170)

半導体・半導体製造装置産業(n=151)
紙・紙加工品産業(n=234)

産業機械産業(n=639)
トラック運送業・倉庫業(n=1567)

情報サービス産業(n=1086)
電機・情報通信機器産業(n=391)

警備業(n=313)
鉄鋼産業(n=320)

その他製造業(n=3049)
石油・化学産業(n=195)
工作機械産業(n=144)

放送・コンテンツ産業(n=161)
繊維産業(n=496)

技術サービス産業(n=1239)
食料品製造業(n=886)

印刷業(n=522)
その他サービス業(n=1549)

建設業(n=773)
広告産業(n=285)
その他(n=1195)
卸売業(n=453)

アニメーション制作業(n=29)
小売業(n=508)

Q10-2 下請Gﾒﾝの認知状況

知っている 知らない

下請Gメンの認知度
 「下請Gメン」の認知度は２割超。小売業では認知度が１割。

22.3

77.7

下請Gﾒﾝの認知状況(n=16700)

知っている 知らない

（受注者側回答）

（受注者側回答）
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44.2
43.3

36.9
36.7
35.3
34.6
34.2
31.5
30.0
29.5

26.4
26.3
24.8
24.4
23.3
21.4
20.9
20.7
20.7
19.6
18.8
18.8
18.7

15.1
10.6

3.4

55.8
56.7

63.1
63.3
64.7
65.4
65.8
68.5
70.0
70.5

73.6
73.7
75.2
75.6
76.7
78.6
79.1
79.3
79.3
80.4
81.2
81.2
81.3

84.9
89.4

96.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

自動車産業(n=326)
建設機械産業(n=30)
素形材産業(n=176)

半導体・半導体製造装置産業(n=158)
電機・情報通信機器産業(n=411)

紙・紙加工品産業(n=246)
産業機械産業(n=666)

トラック運送業・倉庫業(n=1644)
情報サービス産業(n=1121)

石油・化学産業(n=193)
その他製造業(n=3220)

繊維産業(n=532)
印刷業(n=545)

工作機械産業(n=156)
技術サービス産業(n=1301)

鉄鋼産業(n=345)
警備業(n=326)
建設業(n=820)
その他(n=1318)

広告産業(n=301)
その他サービス業(n=1727)

食料品製造業(n=969)
放送・コンテンツ産業(n=166)

卸売業(n=497)
小売業(n=652)

アニメーション制作業(n=29)

Q11-3 中小企業庁の｢下請かけこみ寺｣の認知状況

知っている 知らない

下請かけこみ寺の認知度

 「下請かけこみ寺」の認知度は２割超。アニメーション制作業では認知度が３％超、小売業では１割。

24.8

75.2

中小企業庁の｢下請かけこみ寺｣の認知状況(n=17875)

知っている 知らない

（受注者側回答）

（受注者側回答）

90


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	スライド番号 28
	スライド番号 29
	スライド番号 30
	スライド番号 31
	スライド番号 32
	スライド番号 33
	スライド番号 34
	スライド番号 35
	スライド番号 36
	スライド番号 37
	スライド番号 38
	スライド番号 39
	スライド番号 40
	スライド番号 41
	スライド番号 42
	スライド番号 43
	スライド番号 44
	スライド番号 45
	スライド番号 46
	スライド番号 47
	スライド番号 48
	スライド番号 49
	スライド番号 50
	スライド番号 51
	スライド番号 52
	スライド番号 53
	スライド番号 54
	スライド番号 55
	スライド番号 56
	スライド番号 57
	スライド番号 58
	スライド番号 59
	スライド番号 60
	スライド番号 61
	スライド番号 62
	スライド番号 63
	スライド番号 64
	スライド番号 65
	スライド番号 66
	スライド番号 67
	スライド番号 68
	スライド番号 69
	スライド番号 70
	スライド番号 71
	スライド番号 72
	スライド番号 73
	スライド番号 74
	スライド番号 75
	スライド番号 76
	スライド番号 77
	スライド番号 78
	スライド番号 79
	スライド番号 80
	スライド番号 81
	スライド番号 82
	スライド番号 83
	スライド番号 84
	スライド番号 85
	スライド番号 86
	スライド番号 87
	スライド番号 88
	スライド番号 89
	スライド番号 90
	スライド番号 91

